










































































































ついての明文規定が存していたわけでなく、その法的根拠は旧法第 9 条第 1 項にあり、
同項の解釈をもって、その相当の対価、つまり、贈与した時の時価を総益金ないし益金
と観念していたと解された。この課税状況を受けて、上記「租税法律主義の徹底」等の
下、昭和 40 年法人税法全文改正では、法人税法 22 条 2 項における取引の例示の 1 つと
して法文化し、従来に比して、「無償譲渡等取引」への課税を明確にしたと考えられた。
一方、「低額取引」について、法人税法 22 条 2 項は、その文言上、何ら言及するところ
がない。しかし、昭和 40 年以前の旧法人税法において、低額取引への課税は、旧法第 9
条第 1 項をその法的根拠として、資産の譲渡ないし役務の提供の対価の額のほか、当該
対価の価額と当該資産の譲渡ないし役務の提供の時における時価との差額に相当する金
額も総益金ないし益金と観念されてきた。法人税法 22 条 2 項の趣旨が旧法第 9 条第 1
項の明確化であって、これにより従来の法人税法の所得計算の変更を意図したものでは
ないという事実を斟酌すると、旧法第 9 条第 1 項と同様の課税が法人税法 22 条 2 項に
おいてなされると解された。 
第 4 章では、昭和 42 年に新たに設けられた法人税法 22 条 4 項の立法趣旨やその意義






た。旧法第 9 条第 1 項においても課税所得は、その収益（益金）ないし費用（損金）で
あるか否かの性質に関しては、純資産増加説に依拠し、その計算は企業会計等そのもの
に基づいておらず、社会通念としてあるべき会計原則に基づいて算出されていた。そし
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ても昭和 40 年以前のことをつぶさに論究したものは殆ど散見されないのが現状である。 


























第 3 章では、第 1 章および第 2 章で講究した昭和 40 年以前の法人所得課税における





第 4 章では、昭和 42（1967）年に法定された法人税法 22 条 4 項と「無償譲渡等取引」
との関係性を解明する。法人税法 22 条 4 項は、「第二項に規定する当該事業年度の収益
の額・・・は、一般に公正妥当と認められる会計処理の基準に従つて計算されるものと
する。」と規定していることから、法人税法 22 条 2 項と関係性を有していることは明々
白々である。そこで、先行研究では全く論じられていなかった法人税法 22 条 4 項の立
法過程における議論を交えながら、「一般に公正妥当と認められる会計処理の基準」の立
法趣旨やその意義を明らかにするとともに、前章までの内容を踏まえて、法人税法 22
条 2 項と法人税法 22 条 4 項との関係性を考究することによって、「無償譲渡等取引」に
係る計算構造や法人税法におけるその位置付け等をより明確にする。 
第 5 章では、「無償による資産の譲渡」に係る収益の発生事由に関する判例および学
説を考察する。具体的には、法人税法 22 条 2 項が法定された昭和 40 年前後の判例であ
る相互タクシー事件（大阪地裁昭和 31（1956）年 4 月 16 日判決、大阪高裁昭和 36（1961）
年 11 月 29 日判決および最高裁昭和 41（1966）年 6 月 24 日判決）と第二次まからずや
事件（神戸地裁昭和 38（1963）年 1 月 16 日判決および大阪高裁昭和 43（1968）年 6
月 27 日判決）、また、南西通商株式会社事件（宮崎地裁平成 5（1993）年 9 月 17 日判





裁昭和 31（1956）年 7 月 30 日判決および大阪高裁昭和 39（1964）年 9 月 24 日判決）、
清水惣事件（大津地裁昭和 47（1972）年 12 月 13 日判決および大阪高裁昭和 53（1978）
年 3 月 30 日判決）、さらに、モタエグループ法人事件（岡山地裁平成 14（2002）年 7
月 23 日判決および広島高裁岡山支部平成 15（2003）年 6 月 5 日判決）の判旨における
「無償による役務の提供」に係る収益の発生事由の論理を究明する。そして、当該考察
に当たっては、前章と同様に、それらに関連する学説も交えながら、討究を行う。 



















法の在り方からみて当然である1。そして、法人税法 22 条は、昭和 40（1965）年の法
人税法全文改正において、創設された規定ではあるが、これにより従来行われていた所
得計算の原則ないし計算方式の変更を意図するものではないと考えられている2。それ故







 なお、最高裁昭和 41（1966）年 6 月 24 日判決（昭和 37（1962）年（オ）第 255 号）













第 1 節 法人所得課税創設期 
 
                                                   
1 志場喜徳郎『法人税』（中央経済社、1958 年）、87 頁－88 頁参照。 
2 泉美之松「昭和四十年度法人税改正の概要」『税務弘報』第 13 巻第 6 号（1965 年）、13 頁参照。 
吉牟田勲「所得計算関係の改正」『税務弘報』第 13 巻第 6 号（1965 年）、139 頁参照。 
3 金子宏『租税法 補正版』（弘文堂、1986 年）、195 頁。 
  なお、金子宏教授は、現在、上記の考え方を改め、「適正所得算出説」という自説を展開されいて
る。この「適正所得算出説」については、本稿第 5 章および第 6 章で詳述する。 
4 岩崎政明・平野嘉秋・川端康之共編『全訂版 税法用語辞典』（大蔵財務協会、2001 年）、162 頁。 
6 
 明治 32 年にわが国では、明治 20（1887）年に創設された所得税法（明治 20 年 3 月












明治 32 年の所得税法第 4 条第 1 項第 1 号において、「第一種ノ所得ハ各事業年度總益金
ヨリ同年度總損金、前年度繰越金及保險責任準備金ヲ控除シタルモノニ拠ル」（明治 32
年 2 月 13 日法律第 17 号）と規定されていた9。また、同所得税法第 4 条第 2 項は、「益
金中此ノ法律ニ依リ所得税ヲ課セラレタル法人ヨリ受ケタル配當金及此ノ法律施行地ニ
於テ支拂ヲ受ケタル公債社債ノ利子アルトキハ之ヲ控除ス」と定めていた。そして、同
所得税法第 5 条は、「左ニ掲クル所得ニハ所得税ヲ課セス」とし、「五 營利ノ事業ニ屬
セサル一時ノ所得」および「七 此ノ法律ニ依リ所得税ヲ課セラレタル法人ヨリ受クル
配當金」と法定していた。したがって、法人所得課税における所得算定方式を簡単に示
                                                   
5  阿部勇『日本財政論 租税』（改造社、1933 年）、411 頁－412 頁。 
汐見三郎・佐伯玄洞・柏井象雄・伊藤武夫『各国所得税制論』（有斐閣、1932 年）、263 頁－265 頁。 
6 高寺貞男「明治三十二年商法と評価損益論争（1）」『経済論叢』第 94 巻第 3 号（1964 年）、15 頁。 
7 若槻禮次郎『現行租税法論』（和仏法律学校、1903 年講義録）、273 頁。 



































































明治 23（1890）年にわが国初の商法（「旧商法」ないしは「原始商法」）（明治 23 年 4
月 26 日法律第 32 号）が制定され、明治 26（1893）年 3 月 6 日法律第 9 号をもって、
同年 7 月 1 日よりその一部である第 1 編第 6 章「商事会社」、第 12 章「手形」、第 3 編

















                                                   
12 同上、511 頁。 
   ここでは、「建物及器械代消却金」のみならず、「前季繰越損失金（所謂操業費消却の如きもの）」、
「役員賞與金」や「所得税」に係る損金性も問題とされていた（同、511 頁）。 
13 末永英男「初期所得税法における所得計算構造 －明治期初期所得税法を中心にして－」『近畿大
学九州工学部研究報告 理工学編』第 24 号（1995 年）、89 頁。 
14 松本烝治『商法原論 第 1 巻 （総則）』（東京法学院大学、1905 年）、38 頁－39 頁。 
15 梅謙次郎『日本商法講義』（和仏法律学校、1896 年）、21 頁－22 頁。 
16 久野秀男『財務諸表制度論』（同文舘、1972 年）、44 頁。 
























そして、かかる解釈に沿って、明治 32 年 10 月 2 日に大蔵省主税局から全国の各税務





                                                   
18 久野秀男『株式会社 財務諸表論』（同文館、1971 年）、77 頁。 
19 高寺貞男、前掲注（6）、4 頁。 
20 同上、6 頁。 
21 加藤吉松「財産目録に就いて（簿記法改正の急務）」『東京経済雑誌』第 40 巻第 990 号（1899 年）、
298 頁。 
22 大原信久「財産目録調整に就いて商法修正意見」『東京経済雑誌』第 46 巻第 1154 号（1902 年）、
16 頁。 
23 高寺貞男、前掲注（6）、6 頁。 
24 若槻禮次郎、前掲注（7）、282 頁。 











































                                                   
26 武本宗重郎『改正所得税法釋義』（同文館、1913 年）、95 頁。 
27 同上、96 頁－97 頁。 
28 上林敬次郎『所得税法講義』（松江税務調査會、1901 年）、56 頁－57 頁。 
29 行政裁判所明治 40 年 6 月 26 日判決（明治 39 年第 16 號）『行政裁判所判決録』第 18 輯、485 頁。 











































                                                   
31 同上、303 頁。 
32 同上、303 頁。 
33 同上、304 頁。 
34 同上、301 頁。 
35 同上、291 頁。 
36 上林敬次郎、前掲注（28）、68 頁。 
































                                                   
38 若槻禮次郎、前掲注（7）、286 頁。 
39 同上、287 頁。 
40 武本宗重郎、前掲注（26）、105 頁。 
41 末永英男『法人税法会計論 第 7 版』（中央経済社、2013 年）、51 頁参照。 
42 金子宏『租税法 第 18 版』（弘文堂、2013 年）、261 頁参照。 
  「権利確定主義」とは、「所得計算における収益・費用の期間帰属を決定する認識方法であり、ま
















これは、例えば、本章末尾の資料 1 における横浜倉庫株式会社の明治 43（1910）年
前半期間（自明治 42（1909）年 12 月 1 日 至明治 43（1910）年 5 月 31 日）「第 7 回
營業報告書」において、商法規定に従って作成された「貸借對照表」における「當期利
益金」および「前期繰越金」は、それぞれ 9,822 円 62 銭および 59,555 円 99 銭 5 厘と
され、「損益計算書」では、損益項目を列挙して、「營業収入」21,423 円 95 銭 2 厘から
「營業費」11,601 円 33 銭 2 厘を控除した収支差引たる「當期純益金」9,822 円 62 銭と
し、「貸借對照表」における「當期利益金」と同額になっている。そして、「利益処分案」
では、「當期純益金」9,822 円 62 銭に「前期繰越金」59,555 円 99 銭 5 厘を加算して処
分可能総額 69,378 円 61 銭 5 厘とし、この分配として、「法定積立金（當期純益金ノ二
十分ノ一强）」、「賞與金（同上 百分ノ十弱）」、「配當金（一株金五十六銭五厘年五朱强）」






                                                   
43 高寺貞男、前掲注（6）、14 頁参照。 
44 愛安生「加藤大原兩氏の財産時價損益處分法を駁す」『東京経済雑誌』第 40 巻第 1001 号（1899
年）、878 頁。 
45 松本烝治『商法會社』（法政大學、1904 年）、305 頁。 
  ここにおける「収支」、すなわち「損益」には、現金収支のみならず権利義務の確定している受取
るべくして未だ受取らざる利子や支払うべくして未だ支払はざる利子等も包含されている（加藤吉
松「愛安生に答ふ」『東京経済雑誌』第 40 巻第 996 号（1899 年）、614 頁、愛安生「財産時價豫












し、「總益金」の「合計」24,472 円 14 銭 3 厘（「益金項目」24,002 円 13 銭 8 厘に「前
期繰越金」470 円 5 厘を足した金額）から「總損金」8,393 円 57 銭 6 厘を控除した金額
16,078 円 56 銭 7 厘を求め、この金額から「前期繰越金」470 円 5 厘を差し引いた 15,608
円 56 銭 2 厘を当期の「差引所得金額」としている。他方、「利益金分配表」では、「損
失補塡準備金」、「配當平均準備金」、「第一配當金（年五分）」、「重役賞與金」、「第二配當
金（年三分）」、「營業用什器消却積立金」および「後期繰越金」が列挙されており、その








                                                   
46 高寺貞男、前掲注（25）、33 頁－34 頁。 
47 松崎萬次郎『增訂第ニ版 直税 地租 所得税 營業税ニ關スル申請申告様式』（漸進堂、1901
年）、124 頁－126 頁。 
 二宮丁二氏によれば、大正期においても、「會社の當期利益金は前期繰越金を加へて利益處分をな
すのが普通であるから一般に會社の當期利益金の中には前期繰越金を含むで居る場合が多い」と指
摘されている（二宮丁二『改正所得税計算法』（經濟社、1920 年）、42 頁）。 













































第 77 巻第 1 号（2009 年）、100 頁。 
49 大審院明治 35 年 5 月 14 日判決（明治 35 年(ク)第 72 號）『大審院民事判決録』第 8 輯第 5 巻、55 頁。 
50 行政裁判所明治 41 年 2 月 29 日判決（明治 40 年第 89 号）『LEX/DB インターネット TKC 法律
情報テータベース』文献番号 20000798。 
51 金子宏、前掲注（42）、178 頁。 




53 金子宏、前掲注（42）、178 頁。 













































                                                                                                                                                     
年）、116 頁。 
55 關口健一郎『現行所得税法要義』（巖松堂書店、1911 年）、74 頁－75 頁。 
56 同上、77 頁－78 頁。 
57  吉国二郎・武田昌輔『法人税法〔理論編〕 改訂 3 版』（財経詳報社、1972 年）、90 頁。 
  このことに関して、吉国二郎教授は、「最初の法人税法の規定はすこぶる簡単であり、したがって
法人の決算を支配していた商法の影響下にあったと考えられる」と述べられている（同、100 頁）。 





第 2 節 大正 2 年の税制改正 
 






が整備された。そして、第一種所得の算定について、同所得税法第 4 条第 1 項は、「第
一種ノ所得ハ・・・各事業年度總益金ヨリ同年度總損金ヲ控除シタル金額ニ拠ル且シ第
二條ニ該當スル法人ノ所得ハ此法律施行地ニ於ケル資産又ハ營業ヨリ生スルモノニ限ル」
とし、同所得税法第 4 条第 2 項は、「總益金中此ノ法律ニ依リ所得税ヲ課セラレタル法
人ヨリ受ケタル配當金又ハ此ノ法律施行地ニ於テ支拂ヲ受ケタル公債社債ノ利子アリタ
ルトキハ之ヲ控除ス」と定め、その文言は明治 32 年所得税法第 4 条第 1 項第 1 号およ
び第 4 条第 2 項とほぼ同様のものであった59。 





定について、明治 32 年所得税法第 9 条の「第一種ノ所得金額ハ損益計算書ヲ調査シ政




 武本宗重郎氏は、大正 2 年当時の第一種所得の算定について、「各事業年度總益金よ
り同年總損金を控除したる金額を以て所得とす、而して益金又は損金の性質に付ては税






きとされている（武本宗重郎、前掲注（26）、94 頁－95 頁）。 
60 同上、91 頁。 











 ここで、これらの事実を勘案しながら、大正 2 年の改正において、損益計算書以外の
書類、特に貸借対照表の添付をも法定した理由を考えるに、その理由の 1 つとして、時
価評価を要求した商法第 26 条第 2 項には拠らず、取得原価基準を採用し続けた当時の
会計実務ないし商慣習との関係があるのではないかと考えられる。 

















み受取配当金」2,000 円および「公債、社債の利子」1,000 円を控除した 97,000 円とさ
れている。したがって、その様式および計算方式は、上述した明治 32 年頃の損益計算
書および利益金分配表とほぼ同様のものであったことが窺える67。 
                                                   
61 武本宗重郎、前掲注（26）、93 頁。 
62 同上、204 頁。 
63 同上、205 頁。 
64 同上、208 頁。 
65 同上、210 頁。 
66 同上、213 頁。 

















第 3 節 小括 
 
 本章では、明治 32 年から大正 2 年の税制改正までの初期の法人所得課税における課
税所得概念とその計算構造について、制度史の視点から検討した。 























































資料 1  横浜倉庫株式会社 明治 43 年（1910）前半期間「第 7 回營業報告書」（自 




























































當 期 利 益 金
使 用 人 退 職 手 當 基 金
未 拂 配 當 金
諸 積 立 金
契 約 保 證 金
株 金
前 期 繰 越 金
假 受 金
　合　　　　　　計
受 取 手 形
未 収 入 金
銀 行 預 金
預 り 有 價 證 券
供 託 所 有 々 價 證 券
貯 藏 物 品
現 金
營 業 用 什 器
機 械 及 軌 條




未 拂 込 株 金
　借　方









當 期 純 益 金
前 期 繰 越 金
　   計
内
法定積立金（當期純益金ノ二十分ノ一强）
賞 與 金 （ 同 上 百 分 ノ 十 弱 ）
配當金（一株金五十六銭五厘年五朱强）



































株 式 収 入
倉 庫 賃 貸 料
公 債 利 息
貸 附 金 利 息
雑 収 入
不 用 品 賣 却 代
貸 地 料
貯 木 塲 収 入
上 屋 使 用 料
貸 家 料
預 金 利 子
運 搬 費
雑 費




當 期 純 益 金
旅 費
交 際 費





營 業 収 入
手 數 料
保 管 料
運 送 収 入
内　　譯
22 




































摘　　　　要 金　　　　額 摘　　　　要 金　　　　額
諸 利 息 21,415.294 諸 利 息 2.760
鑑 定 料 1,132.250 鑑 定 料 拂 戻 14.000
手 數 料 1,442.530 手 數 料 1,397.020
雑 益 10.224 諸 税 637.315
雑費 （戻入） 1.840 給 料 及 手 當 3,553.720
前 期 繰 越 金 470.005 旅 費 890.385
營 繕 費 45.685
雑 費 1,852.691
合 計 24,472.143 合 計 8,393.576
内 總 損金 8,393.576
前 期繰越金 470.005
差引 所得金額 15,608.562










重 役 賞 與 金
第二配當金（年三分）
營業用什器消却積立金
後 期 繰 越 金


























業 務 執 行 社 員 報 酬
固 定 資 本 評 價 益
収 入 割 引 料
収 入 配 當 金
未 収 入 利 息
差 引 當 期 純 益 金
合 計
支 拂 利 息
職 工 賃 金
給 料
合 計
現 在 商 品
當 期 賣 上 金
　總　益　金　ノ　部
雑 収 入
収 入 利 息
通 信 費
諸 税 及 公 課
前 期 繰 越 商 品
當 期 商 品 仕 入 金
損　金　ノ　部












人 よ り 受 けた る配 當金

















科 目 金 額 科 目 金 額
未 拂 株 金 250,000.000 株 金 300,000.000
土 地 224,740.000 何 々 預 金 50,000.000
建 物 75,260.000 借 入 金 50,000.000
什 器 社 債
機 械 身 元 保 證 金
有 價 證 券 買 掛 金
割 引 手 形 銀行當座借越
貸 付 金 債 務 手 形
預 ケ 金 假 受 金
債 權 手 形 未 拂 利 息
賣 掛 金 何 々
繰 替 金 積 立 金
未 収 入 利 息 前 期 繰 越 金 50,000.000










第 2 章 法人所得課税初期以降における課税所得概念とその計算構造 
 








第 1 節 大正中期から後期まで 
 






















                                                   
1 渡邊善藏『所得税法講義』（東京財務協會、1921 年）、57 頁。 















































他方、行政裁判所大正 9（1920）年 7 月 5 日判決においては、「法人所有ノ土地建物
ノ増加額ハ一種ノ益金ニ外ナラスルカ故ニ所得税法第四条ノ総益金中ニ包含セラルルモ
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号ニ依リ勘案スヘシ」として、ある程度弾力的に定められていた。その後、大正 7 年 7
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  税務上の減価償却における淵源は、明治期まで遡ることができる。減価償却に関する初期の訴訟に
おいて、日本絹綿紡績株式会社の行政訴訟事件（行政裁判所明治 33（1900）年 11 月 14 日判決（明








しかしながら、日本郵船株式会社の行政訴訟事件（行政裁判所明治 36（1906）年 7 月 10 日判決








－筆者）と示した。また、大阪商船株式会社の行政訴訟事件（行政裁判所明治 36 年 12 月 25 日判












についての判決は、東洋汽船株式会社の行政訴訟事件（行政裁判所明治 36 年 7 月 10 日判決（明治
35 年第 218 号）『LEX/DB インターネット TKC 法律情報テータベース』文献番号 20000882）が
あり、この判決の趣旨は、日本郵船株式会社および大阪商船株式会社に対するものと同趣旨であっ
た。 
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法人税法は、昭和 25（1950）年シャウプ勧告の 3 年前に当たる昭和 22（1947）年に
昭和 22 年 3 月 31 日法律第 28 号をもって全文改正が施された。その際に創設された法
人税法第 9 条第 1 項は、「この法律の施行地に本店又は主たる事務所を有する法人の各
事業年度の普通所得は、各事業年度の總益金から總損金を控除した金額による」とし、
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第 3 節 昭和 25 年シャウプ勧告における税制改正 
 








 法人税法第 9 条第 1 項は、シャウプ勧告後において、「内国法人の各事業年度の所得












そして、上述した昭和 2 年主秘第 1 号通牒の解釈は、後述する昭和 25 年法人税基本
通達に受け継がれ、法人税基本通達 51 において「総益金」、そして、法人税基本通達 52
において「総損金」に関する解釈を示すこととなった。 
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場喜徳郎編『法律學体系 コンメンタール篇 法人税法[1]』（日本評論新社、1955 年）、154 頁）。 
51 市丸吉左ヱ門、前掲注（49）、116 頁。 
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て、大正 15 年 3 月 27 日法律第 8 号をもって、そこに新たに「計算」が加えられた租税回避行為の



























                                                                                                                                                     
って課税所得とすることを記述したものとしては、管見の限りでは、本文献が最も古いものであっ
た。なお、本文献は、586 頁以下で、「同族会社の行為又は計算の否認」規定について記述している。 











52 市丸吉左ヱ門、前掲注（49）、326 頁。 
53 法人税基本通達 77 は、「法人が有する資産を著しく低い価額で譲渡した場合には、当該譲渡価額
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 ところで、シャウプ勧告に基づく改正によって、法人税法に会計的な規制を多く採り




















また同意見書は、「収益の年度帰属」に関しては、法人税法第 9 条第 1 項の規定のみ
からは、必ずしも「企業会計上一般に認められた費用収益認識の基準としての発生主義」58
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引渡とは占有の譲渡（移転）（民法第 182 条（明治 29 年 4 月 27 日法律第 89 号））を意
味し、その態様としては、現実の取引（民法第 182 条第 1 項）のほか、いわゆる簡易の
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そして、昭和 25 年のシャウプ勧告に基づく法人税法（昭和 22 年法律第 28 号）の一
部改正に伴い、法人税法施行規則（昭和 22 年勅令第 111 号）も一部改正され、「法人税
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録ニハ動産、不動産、債権其ノ他ノ財産ニ価額ヲ附シテ之ヲ記載スルコトヲ要ス其ノ価
額ハ財産目録調整ノ時ニ於ケル価格ヲ超ユルコトヲ得ズ」）、営業用固定資産については
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   なお、法人税法施行規則第 17 条の 2 で「評価損」について規定した（同、156 頁）。 
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の二説があった」が、前説が有力であったとされている（吉牟田勲、前掲注（27）、156 頁）。 
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左ニ掲グル金額ハ之ヲ資本準傭金トシテ積立ツルコトヲ要ス 
  ー 額面以上ノ価額ヲ以テ額面株式ヲ発行シタルトキハ其ノ額面ヲ超ユル額  
  二 無額面株式ノ発行価額中資本二組入レザル額 
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第 3 章 昭和 40 年の法人税法における課税所得概念とその計算構造 
 





原則について、法人税法 22 条 1 項は、「内国法人の各事業年度の所得の金額は、当該事
業年度の益金の額から当該事業年度の損金の額を控除した金額とする。」と規定し、「益









 そこで、本章では、法人税法 22 条、特に同条 2 項における課税所得概念とその計算
構造を考察する。 




第 1 節 法人税法 22 条 2 項の意義 
       
税制調査会の昭和 38（1963）年 12 月 6 日付「所得税法及び法人税法の整備に関する




                                                   













































                                                   
2 同上、第 1、Ⅲ。 
3 泉美之松「昭和四十年度法人税改正の概要」『税務弘報』第 13 巻第 6 号（1965 年）、2 頁－3 頁。 
4 武田昌輔『法人税法の解釈（三訂版）』（財経詳報社、1990 年）、28 頁。 
5 吉牟田勲『新版 法人税法詳説－立法趣旨と解釈（平成 7 年度版）』（中央経済社、1995 年）、50
頁参照。 
46 





























                                                                                                                                                     
  伊豫田敏雄「法人税法の改正（一）」国税庁編『改正税法のすべて』（大蔵財務協会、1965 年）、
104 頁。 





8 昭和 37 年 10 月 12 日 税法整備小委員会 4－1。 
9 税制調査会、前掲注（1）、第 2、1。 
47 
































                                                   
10 泉美之松、前掲注（3）、13 頁。 
11 吉牟田勲「所得計算関係の改正」『税務弘報』第 13 巻第 6 号（1965 年）、125 頁。 
12 同上、139 頁。 






























                                                   
14 志場喜徳郎編『法律學体系 コンメンタール篇 法人税法[1]』（日本評論新社、1955 年）、130 頁。 
15 志場喜徳郎『法人税』（中央経済社、1958 年）、113 頁。 
16 同上、113 頁。 
  （時価による譲渡とみなす場合） 





  ② 著しく低い価額の対価で第九条第七号又は第八号に規定する資産の譲渡があつた場合におい
ては、その譲渡の時における価額により、当該資産の譲渡があつたものとみなして、この法律を
適用する。 




  法人税基本通達 77 は、「法人が有する資産を著しく低い価額で譲渡した場合には、当該譲渡価額と
そのときにおける当該資産の価額との差額に相当する金額を相手方に贈与したものと認められると
きは、当該差額に相当する金額は、これを寄附金として取り扱うものとする。」と規定していた。  















時価＝450,000 円、B 会社の帳簿価額＝150,000 円とされている21。 
























現 金 150,000 円    自動車  150,000 円 
寄付金 300,000 円    譲渡益  300,000 円 
                                                   
20 明里長太郎『例解税務会計精義 法人税篇』（白桃書房、1962 年）、49 頁。 
21 同上、92 頁。 
22 同上、92 頁。 
23 同上、92 頁。 
24 同上、92 頁。 
25 同上、93 頁。 
  なお、当該仕訳は、「純額主義」で表記されているが、「総額主義」で当該仕訳を表記すれば次のよ
うになる。 
現     金 150,000 円    （自動車）譲渡益  450,000 円 
寄  付  金 300,000 円 
自動車譲渡原価 150,000 円     自  動  車  150,000 円 

















の 2（昭和 36 年 3 月 31 日政令第 36 号追加）およびその取扱いを定めた昭和 36 年 9 月
8 日直法 1－245 個別通達 44 および 53 の規定が設けられた28。 
                                                   
26 同上、93 頁。 
  なお、「基通第 77 号」は、法人税基本通達 77 のことである。 
27 この判例については、第 5 章第 2 節で詳述する。 
28 税制調査会「税制調査会答申及びその審議の内容と経過の説明」（1961 年）、第 6 章、第 3、5、（1）、
（ロ）。 























昭和 36 年 9 月 8 日直法 1－245 個別通達 
（特別の経済的な利益を算定する際の借地権の範囲） 
 規則第 16 条の 2 第 1 項に規定する借地権は、建物または構築物の所有を目的とする地上権または
51 












 規則第 16 条の 2 第 1 項に規定する「存続期間の更新」には、契約により借地権の存続期間を更新
する場合のほか、借地法第 4 条（更新の請求、建物等の買取請求権）第 1 項、第 6 条（法定更新）

































は 1 年を単位として計算した期間（1 年未満の端数があるときは切り捨てて計算した期間）とし、「複




昭和 36 年 4 月 1 日前に設定された借地権について、同日以後その存続期間の更新があつた場合に


































また、個別通達 44 および 53 においても、それらの内容は法人税法施行規則第 16 条の
                                                   




















則第 16 条の 2（土地の使用に伴う対価についての所得の計算）（昭和 37 年 3 月 31 日政令第 95 号本
条全文改正）、第 16 条の 3（借地権の設定等により地価が著しく低下する場合の土地等の帳簿価額の
一部の損金算入）（同）、第 16 条の 4（借地権等につき更新料を支払つた場合の所得の計算）（同））、
その取扱いが合理化された。」（傍点および括弧－筆者）と述べられている（明里長太郎「昭和 37 年
3 月改正の法人税法、租税特別措置法および国税通則法の概要」『例解税務会計精義 法人税篇』（白
桃書房、1962 年）、4 頁）。 
 なお、昭和 36 年 9 月 8 日直法 1－245 個別通達は、昭和 37 年 3 月 31 日政令第 95 号による上記
法人税法施行規則の改正に伴い、昭和 38 年 2 月 5 日付直審（法）12 個別通達が発遣され、借地権
の取扱に関して、27 項目に亘る規定が定められた。 









ても、特にその旨の明文の規定は存していなかったものの、旧法人税法第 9 条第 1 項に
おける総益金ないし益金の解釈のみをもって、その相当の対価、つまり、時価をもって
総益金ないし益金と観念されていたことが窺える。 










る資産の譲渡」は、法人税法 22 条 2 項において、「益金の額」に算入される「収益の額」






                                                   
32 武田昌輔編著『DHC コンメンタール法人税法 第 4 巻』（第一法規）、3859 頁。 
  小松芳明教授も、この点について、同様に解しておられる（小松芳明「借地権課税と租税法律主






（1972 年）、284 頁－304 頁参照）。 
33 昭和 38 年 4 月 19 日 税法整備小委員会 23－1。 
34 税制調査会、前掲注（1）、第 2、7、Ⅶ、（2）。 
54 




非常に重要な意味を持つものでは」36なく、法人税法 22 条 2 項における取引の例示は、






これらのことから、法人税法 22 条 2 項に規定されている個別的な「収益の額」は、「所
得の金額」の算定上は、「とにかく益金の額に算入しなければならいというような表現に
よって演繹的に『益金の額』」39が規定されていることが理解される。 




引もはいる」42のである。これは、旧法人税法第 9 条第 1 項において、「取引」という文
言は存していなかったものの、その解釈として当然のことであって、従来と同様に、「簿
記上の取引」がその基底に存するものと解される43。したがって、法人税法 22 条 2 項に
おける「取引」の概念は、「企業会計における取引が基底に置かれてはいるが、それと完
全には一致するものではなく、また、商法に規定する取引とも一致するものではない」44




                                                   
35 原一郎「［法人税関係改正法詳解］法人税法の全文改正について－各事業年度の所得金額および税
額の計算（外国税額控除および外国法人を除く。）関係」『税経通信』第 20 第 7 号（1965 年）、126
頁。 
36 伊豫田敏雄、前掲注（5）、102 頁。 
37 吉牟田勲、前掲注（11）、140 頁。 
38 伊豫田敏雄、前掲注（5）、103 頁。 
39 同上、102 頁。 
40 武田昌輔「全文改正法人税法の解説（上）」『産業経理』第 25 巻第 6 号（1965 年）、50 頁。 
41 金子宏「所得概念について」『税経通信』第 25 巻第 6 号（1970 年）、58 頁参照。 
42 松沢智他「シンポジウム 企業課税の諸問題」租税法学会編『企業課税の諸問題 租税法研究第 4
号』（有斐閣、1977 年）、133 頁（武田昌輔教授 発言）。 
43 伊豫田敏雄、前掲注（5）、102 頁。 
44 武田昌輔「課税所得の基本問題（中）－法人税法二十二条を中心としてー」『判例時報』第 952
号（1980 年）、4 頁。 
55 
取引に関係する収益発生基因から収益を生ずる場合も含むことになる」45と考えられる。 



























 「益金の額」および「収益の額」に関して、昭和 40 年当時、大蔵省税制第一課課長
補佐であられた武田昌輔教授は、「益金の額」とは、法人税法上、課税標準たる所得金額
                                                   
45 松沢智『租税実体法－法人税解釈の基本原理〔増補版〕』（中央経済社、1983 年）、124 頁。 
46 同上、102 頁。 















































                                                   
51 武田昌輔「課税所得の基本問題（上）－法人税法 22 条を中心として－」『判例時報』第 949 号（1980
年）、5 頁。 
52 同上、6 頁。 
53 同上、4 頁。 
54 吉牟田勲、前掲注（11）、139 頁。 
「座談会 改正法人税法の問題点」『税経通信』第 20 巻第 6 号（1965 年）、108 頁－109 頁、111
頁（伊豫田敏雄 発言）。 













                                                   





立場からであると考えられる。」と述べている（昭和 37 年 10 月 26 日 税法整備小委員会 5－2）。 
57 泉美之松・吉田富士雄「対談 昭和 40 年度 税制改正のすべて」『税経通信』第 20 巻第 6 号（1965





58 伊豫田敏雄、前掲注（5）、103 頁。 
  小宮保、前掲注（47）、237 頁参照。 
  武田隆二『法人税法精説』（森山書店、2000 年）、117 頁参照。 
  昭和 25 年法人税基本通達 249（昭和 25 年 9 月 25 日直法 1－100）「資産の売買による損益は、所
有権移転登記の有無及び代金支払の済否を問わず売買契約の効力発生の属する事業年度の益金又は
損金に算入する。但し、商品、製品等の販売については、商品、製品等の引渡の時を含む事業年度
の益金又は損金に算入することができる。」は、昭和 40 年当時も存在していた。 















年 5 月 15 日（直法 2－8（例規））「法人税基本通達等の一部改正について」で、法人税基本通達 2
－1－1 および同通達 2－1－3 は、引渡基準が継承されつつ、2－1－1 はそのまま残され、2－1－3






おいて計算される」59のであって、法人税法 22 条 2 項にいう「収益の額」とは総額概念


















                                                                                                                                                     
より具体的に明らかにしている。また、この「引渡しの日の判定」は、固定資産の場合にも適用さ
れることとなっている（2－1－14）。 
59 末永英男『税務会計研究の基礎』（九州大学出版会、1994 年）、204 頁。 
60 伊豫田敏雄、前掲注（5）、103 頁。 
61 同上、103 頁。 
62 吉牟田勲、前掲注（11）、140 頁。 
63 キャピタル・ゲインとは、「土地、減価償却の対象となる有形固定資産、投資有価証券並びに特許
権等の無形固定資産などの資本的資産の取引から生ずる利益」である（中津武晴監修・足立正喜編
『新訂版 税法用語辞典』（大蔵財務協会、1995 年）、128 頁）。 
64 税制調査会、前掲注（1）、第 2、4、（8）。 
 税法整備小委員会、前掲注（56）。 
65 税制調査会、前掲注（1）、第 2、1、（1）、（3）。 




利益と同じ取扱いをなすべきであるという考え方に出たものと思われる」としている（昭和 37 年 10
月 12 日 税法整備小委員会 4－1）。 
66 税制調査会、前掲注（1）、第 2、4、（8）。 












改正（昭和 37 年 4 月 20 日法律第 82 号）により、商法上資産の評価益を計上すること
が認められなくなったことを考慮したものと解せられる70。 
 ここで留意すべきは、所有資産の評価益の益金不算入を定めた法人税法 25 条の規定
は留意的・確認的規定と考えられることである71。すなわち、所有資産の評価益は、第
1 章および第 2 章で述べたように、純資産増加説の理論上、当然に収益であり、法人税
法 22 条 2 項は資本等取引以外の取引に係る収益を益金の額に算入すべきものと規定し

















  1. 会社更生法 （平成 14 年法律第 154 号）または金融機関等の更生手続の特例等に関する法律 
（平成 8 年法律第 95 号）の規定に従って行う評価換え（法人税法 25 条 2 項）。 
   2. 民事再生法の規定による再生計画認可に伴う評価換え（法人税法 25 条 3 項）。 
   3. 保険会社が保険業法第 112 条（株式の評価の特例）の規定に基づいて行う株式の評価換え（法
人税法 25 条 2 項及び法人税法施行令 24 条）。 
69 吉牟田勲「資産再評価・時価主義と企業税制」（武田昌輔編『企業課税の理論と課題 二訂版』税
務経理協会、2007 年）、157 頁。 
70 同上、157 頁。  
71 末永英男『法人税法会計論 第 7 版』（中央経済社、2013 年）、57 頁。 
松沢智『租税実体法－法人税解釈の基本原理〔増補版〕』（中央経済社、1983 年）、125 頁。 
吉国二郎・武田昌輔『法人税法〔理論編〕 改訂 3 版』（財経詳報社、1972 年）、183 頁。 
72 末永英男、前掲注（71）、57 頁。 
 吉国二郎・武田昌輔、前掲注（71）、183 頁。 
  武田昌輔、前掲注（44）、7 頁。 




第 2 節 低額取引の取扱い 
 






















それ故、文理的には消極説も十分に成り立ちうる77。しかし、法人税法 22 条 2 項の趣旨
が、「正常な対価で取引を行った者との間の公平を確保し維持することにある」78と考え
ると、法人税法 22 条 2 項にいう「無償譲渡等取引」は、厳密な意義におけるそれより
も広く、低額取引をも含むべきである。このように解することは、法人税法 37 条 8 項
が資産の低額譲渡における時価と当該譲渡価額の差額を寄附金に含めることと首尾一貫
                                                   
74 泉美之松・吉田富士雄、前掲注（57）、185 頁（泉美之松氏 発言）。 
75 竹下重人「低額譲渡と法人税法 22 条 2 項」『シュトイエル』第 164 号（1975 年）、14 頁。 
76 同上、14 頁。 
77 金子宏「無償取引と法人税－法人税法 22 条 2 項を中心として－｣『法協百年論集』第 2 巻（1983
年）、164 頁－165 頁。 
78 同上、165 頁。 
61 
していると述べられ79、積極説の立場を採られている80。 
また、最高裁平成 7 年 12 月 19 日判決は、資産の低額譲渡は、法人税法 22 条 2 項に






















                                                   
79 同上、165 頁参照。 
80 同様の見解として、宮崎地裁平成 5 年 9 月 17 日判決がある（宮崎地裁平成 5 年 9 月 17 日判決（平
成 4 年（行ウ）第 2 号、平成 4 年（行ウ）第 3 号）『LEX/DB インターネット TKC 法律情報テー
タベース』 文献番号 22006942）。 
81 最高裁平成 7 年 12 月 19 日判決（平成 6 年（行ツ）第 75 号）『LEX/DB インターネット TKC 法
律情報テータベース』 文献番号 22008541。 
  宮崎地裁平成 5 年 9 月 17 日判決および最高裁平成 7 年 12 月 19日判決については、後に詳述する。 
82 竹下重人「法人税法上の寄附金について」『中川一郎先生古稀祝賀税法学論文集』（日本税法学会、
1979 年）、255 頁。 
83 武田隆二『法人税法精説』（森山書店、2000 年）、72 頁。 
84 「座談会 改正法の問題点をきく」『税務弘報』第 13 巻第 5 号（1965 年）、25 頁（武田昌輔氏 発
言）参照。 
85 「座談会 法人税の改正に関する研究（I）」『産業経理』第 25 巻第 6 号（1965 年）、156 頁（武田
昌輔氏 発言）。 
86 原一郎「［法人税関係改正法詳解］法人税法の全文改正について－各事業年度の所得金額および税








したがって、第 2 章第 3 節および本章第 1 節で述べたように、低額取引については、
従来、旧法人税法第 9 条第 1 項をもって、当該資産の譲渡ないし役務の提供の対価の額
のほか、当該対価の価額と当該資産の譲渡ないし役務の提供の時における時価との差額
に相当する金額も益金ないし総益金と観念されてきたのであるから、法人税法 22 条 2
項において、特に取引の例示の 1 つとして、低額取引が明確に規定されていなくとも、
法人税法 22 条 2 項をもって、旧法人税法第 9 条第 1 項と同様の取扱いがなされると解
される。 




















                                                                                                                                                     
  伊豫田敏雄「法人税法の改正（一）」国税庁編『改正税法のすべて』（大蔵財務協会、1965 年）、
102 頁参照。 
87 武田昌輔、前掲注（40）、50 頁。 
88 中村利雄「法人税の課税所得計算と企業会計（二）－無償譲渡等と法人税法第 22 条 2 項－」『税
経通信』第 33 巻第 3 号（1978 年）、39 頁、43 頁参照。 
89 伊豫田敏雄、前掲注（5）、102 頁。 
90 中村利雄、前掲注（88）、39 頁参照。 
   武田昌輔、前掲注（51）、6 頁。 
   品川芳宣「資産の無償等譲渡をめぐる課税と徴収の交錯（1）」『税理』第 47 巻第 1 号（2004 年）、
27 頁参照。 
  大淵博義『法人税法解釈の検証と実践的展開』（税務経理協会、2009 年）、80 頁－83 頁参照。 
91 志場喜徳郎、前掲注（15）、113 頁－114 頁。 
坂野常和氏は、「著しく低い価額」について、「通説は時価の 2 分の 1 程度以下」であるとされてい









か否か」について、所得税法（旧所得税法施行規則第 2 条、現行所得税法施行令 169 条）
のように、時価の 2 分の 1 に満たない価額というような一律の判定基準が存してないこ
ととを合わせ考えるに、法人税法上、「時価に比して著しく低い価額であるか否か」につ
いては、個々の事例の場合の実態的な状況によって判断されることになるものと解される94。



















                                                   
92 末永英男、前掲注（71）、46 頁。 
93 市丸吉左ヱ門『法人税法解説』（税務研究会、1961 年）、140 頁。 
94 税制調査会、前掲注（1）、第 3、1、Ⅲ、（4）。 
志場喜徳郎、前掲注（15）、113 頁。 
95 志場喜徳郎、前掲注（15）、113 頁参照。 
96 市丸吉左ヱ門『法人税の理論と実務』（税務経理協会、1961 年）、216 頁。 


























法人税法 22 条 2 項は、「無償譲渡等取引」についてはその明文をもって規定している
が、低額取引についてはその文言上、何ら言及するところがなかった。しかし、法人税
法 22 条 2 項は従来の法人税法の所得計算を踏襲するものであり、低額取引については、
昭和 40 年の大改正以前から旧法人税法第 9 条第 1 項をもって、当該資産の譲渡ないし
役務の提供の対価の額のほか、当該対価の価額と当該資産の譲渡ないし役務の提供の時
における時価との差額に相当する金額も益金ないし総益金と観念されてきた。また、法










これらのことから、法人税法 22 条 2 項において、特に取引の例示の 1 つとして、低
額取引が明確に法定されていないことをもって、低額取引時における時価と当該対価の
額との差額に相当する金額は「収益の額」には含まれないと解することはできず、同条








第 4 章 法人税法 22 条 4 項と「無償譲渡等取引」との関係性 
 




 ところで、法人の課税所得計算上の収益の額（法人税法 22 条 2 項）および費用・損
失（同条 3 項）の算定につき1、昭和 42（1967）年に、同条 4 項「第二項に規定する当
該事業年度の収益の額及び前項各号に掲げる額は、一般に公正妥当と認められる会計処












第 1 節 法人税法 22 条 4 項の立法経緯 
 
「公正処理基準」を規定する法人税法 22 条 4 項の創設の要因の 1 つとして、先ず企
業会計審議会（経済安定本部企業会計基準審議会を含む。）からの税法に対する調整の要
請が挙げられる。 
昭和 27（1952）年 6 月 16 日に経済安定本部企業会計基準審議会から中間報告として
公表された「税法と企業会計原則との調整に関する意見書（小委員会報告）」（企業会計
                                                   
1 法人税法 22 条 3 項 
内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上当該事業年度の損金の額に算入すべき金額は、別段
の定めがあるものを除き、次に掲げる額とする。  
一  当該事業年度の収益に係る売上原価、完成工事原価その他これらに準ずる原価の額   
二  前号に掲げるもののほか、当該事業年度の販売費、一般管理費その他の費用（償却費以外の費
用で当該事業年度終了の日までに債務の確定しないものを除く。）の額  
三  当該事業年度の損失の額で資本等取引以外の取引に係るもの   
 なお、昭和 40 年当時、資本等取引を定めていた法人税法 22 条 4 項は、公正処理基準の挿入後、









































































































法人税法第 6 条 抄 
総所得の意義及びその算定方法については、所得税法の規定及びこの法律の第 7 条から第
16 条までの規定により定める。 
  商法第 38 条 抄 
商人は、帳簿を備え、かつ、正規の簿記の原則に従つて商取引及び財産状態を明瞭に記載し
なければならない。 
11 河合信雄「法人税法上の会計処理基準の創設」『経済論叢』第 103 巻第 2 号（1969 年）、122 頁。 
12 昭和 39（1964）年当時、法人税法の条数は 74 条、政令の条数は 168 条、省令の条数は 64 条であ
ったが、昭和 40 年の法人税法全文改正で、法人税法の条数は 164 条、政令の条数は 190 条、省令の

































                                                                                                                                                     
上の条数となっていた（昭和 41 年 5 月 20 日 税制簡素化特別部会 1－2 参照）。 
13 税制調査会「税制簡素化についての第一次答申」（1966 年）、第 1、1 参照。 
  以下、本章でいう政令（法人税施行令）、省令（法人税施行規則）、および通達は、それらの内容が
各々関連する法人税法の各規定の内容に抵触していないという前提の下で、論稿を展開していく。  
14 同上、第 1、1、2。 

































                                                   
16 同上、第 3、一、Ⅰ、1、（1）。 
ここにいう商法は、現在、会社法（（平成 17（2005）年 7 月 26 日法律第 86 号）である。 
17 同上、第 3、一、Ⅰ、1、（1）、（ウ）。 
18 同上、第 3、一、Ⅰ、1、（1）、（ウ）、（a）。 
19 同上、第 3、一、Ⅰ、1、（1）、（ウ）、（a）。 

























































                                                   
21 西原宏一「法人税法の一部改正」『税務弘報』第 15 巻第 8 号（1967 年）、75 頁。 
22 塩崎潤「税制簡素化の実施にあたつて」『税経通信』第 22 巻第 5 号（1967 年）、5 頁。 
23 吉牟田勲『新版 法人税法詳説－立法趣旨と解釈（平成 7 年度版）』（中央経済社、1995 年）、44
頁。 
24 税制簡素化専門小委員会、前掲注（20）、 1－3。 



























第 2 節 公正処理基準の趣意 
 








                                                   
26 税制調査会「税制調査会第 8 回税制簡素化特別部会 速記録」（1967 年）、3 頁－4 頁。 




田昌輔「公正処理基準と税法」租税法学会編『企業課税の諸問題 租税法研究第 4 号』（有斐閣、1977
年）、78 頁）。 
 なお、昭和 42 年当時、大蔵省主税局長であった塩崎潤氏は。「慣行」について、「継続性原理を認
めるというふうなことを慣行と思うのです。」と述べられている（税制調査会「税制調査会第 1 回税
制簡素化専門小委員会 速記録」（1966 年）、57 頁）。 
28 昭和 42 年当時、大蔵省税制第一課であった西原宏一氏は、「税制簡素化についての第一次答申」
の文言を用いながら、法人税法 22 条 4 項の立法趣旨を解説され、「上記答申（「税制簡素化について
の第一次答申」）の趣旨にそい、法人税法第 22 条を改正して、『各事業年度の収益及び費用は、一般
に公正妥当と認められる会計処理の基準に従つて計算されるものとする。』旨の規定を設ける」（括
弧－筆者）と述べられている。このことから、法人税法 22 条 4 項にいう公正処理基準は、当該答申
をはじめとする各審議で用いられた文言と異なるものの、当該変更は、その趣旨や意義をも変える










そこで、法人税法 22 条 4 項の規定を設けることによって、課税所得と企業利益とは、「別
段の定め」があるものを除き、原則として一致すべきことが明確になったということな
のである。 


















                                                   
29 藤掛一雄「法人税法の改正」国税庁編『改正税法のすべて』（大蔵財務協会、1967 年）、75 頁－76
頁。 
30 同上、 76 頁。 
31 西原宏一、前掲注（21）、75 頁。 
32 藤掛一雄、前掲注（29）、76 頁。 
33 「企業会計原則」の内容は、その性格上客観的な規範性をもつものばかりではなく、多くの指導
原理および指導理念を含んでいると解されている（味村治、田辺明他『新商法と企業会計』（財経
詳報社、1974）、133 頁、居林次雄「公正な会計慣行について」『産業経理』第 30 巻第 6 号（1970


































                                                   
34 税制調査会「答申の審議の内容及び経過の説明（答申別冊）」（1960 年）、第 3、（3）。 
35 塩崎潤「『企業利益と課税所得との差異及びその調整について』（税務会計特別委員会報告）を税
務の側から眺めて」『企業会計』第 18 巻第 11 号（1966 年）、146 頁。 
75 
のとして解されるのである36。 





























                                                   
36 企業利益研究委員会「『企業利益概念と課税所得概念との関連』に関する意見書」（1967 年）、四。 
塩崎潤「『企業利益概念と課税所得概念との関連』に関する意見書への若干の疑問」『会計』第 92
巻第 1 号（1967 年）、69 頁－71 頁、74 頁－75 頁参照。 
新井益太郎「企業利益概念と課税所得概念」『会計』第 92 巻第 1 号（1967 年）、90 頁－91 頁参照。 
忠佐市『租税法要綱 第 10 版』（森山書店、1986 年）、190 頁参照。 
37 志場喜徳郎『法人税法』（中央経済社、1958 年）、74 頁－75 頁参照。 
38 志場喜徳郎『法人税』（中央経済社、1958 年）、92 頁。 



























                                                   
40 税制調査会、前掲注（34）、第 3、（3）。 





42 同上、93 頁。 























ている。このことから、上記で示したことは、法人税法 22 条 2 項においても同様のこ
とがいえると解される。 
したがって、第 3 章第 1 節で述べたように、法人税基本通達 51 および 52 が存してい
たものの、「それでも、総益金又は総損金とその内容を構成する各個の益金又は損金とな
るべき事実との関連については、十分明らかで」47なく、抽象的であり、明確性を欠い
た規定であった旧法人税法第 9 条第 1 項の具体化であったことからも理解されるように、
法人税法 22 条は、社会通念としてあるべき会計原則を従来に比してより具体的に法文
                                                   
44 金子宏『租税法 第 18 版』（弘文堂、2013 年）、295 頁。 
志場喜徳郎、前掲注（38）、97 頁－104 頁参照。 
45 志場喜徳郎、前掲注（38）、97 頁－99 頁。 
  忠佐市、前掲注（36）、203 頁－204 頁参照。 
  岩田巌『利潤計算原理』（同文舘、1963 年）、46－51 頁参照。 





法的思考を明示している（東京地裁昭和 33 年 9 月 25 日判決（昭和 29 年（行）第 123 号 TAINS コ
ード Z026-0672））。 





制簡素化特別部会 速記録」（1966 年）、14 頁－15 頁）。 
損益法および財産法と純資産増加説ならびにわが国法人税法との関係性については、後に詳述する。 






相続税法、改正租税特別措置法の詳解」『税経セミナー』第 10 巻第 4 号（1965 年）、220 頁－221
頁）。 























                                                   
48 市丸吉左ヱ門『法人税法解説』（税務研究会、1961 年）、19 頁。 
49 同上、19 頁。 
市丸吉左ヱ門『法人税法解説』（税務研究会、1966 年）、23 頁。 
50 市丸吉左ヱ門氏は、法人税法 22 条 4 項の公正処理基準が導入された後の 1967（昭和 42）年版の
著書『法人税法解説』において、企業利益と税務の所得に関して、③の考え方ではなく、②の考え
方であると解説され、その見解を変更されている（市丸吉左ヱ門『法人税法解説』（税務研究会、1967








































                                                                                                                                                     
般社会通念に依らしめんとする法意に他ならぬ」と表白されている（池田武『法人税法精義』（森山
書店、1941 年）、106 頁）。 
  公正処理基準を法定している法人税法 22 条 4 項は、確かに、法人税法の規定の 1 つであるのだが、
先に示した昭和 41 年税制調査会答申におけるその立法趣旨を勘案すると、上記の志場喜徳郎氏およ
び池田武氏の見解と同様のことがいえると解される。 
52 税制調査会「法人課税小委員会報告」（1996 年）、第 1 章、四、3、②。 
  ここにいう証券取引法は、現在、金融商品取引法（2006（平成 18）年 6 月 14 日法律第 65 号およ
び第 66 号）である。 
53 泉美之松「『企業利益概念と課税所得概念との関連』に関する意見書について」『會計』第 92 巻第
7 号（1967 年）、54 頁。 
54 税制調査会、前掲注（45）、60 頁－61 頁（番場嘉一郎教授、塩崎潤氏、松宮隆氏 発言）参照。 
税制調査会、前掲注（52）、第 1 章、四、3、④。 
55 吉牟田勲、前掲注（23）、33 頁参照。 
















法人税法 22 条 4 項の公正処理基準は、その挿入をもって、その 2 つを同時にできるだ
け一致させるものなのか、それともいずれかのみをできるだけ一致させるものなのであ
ろうか。 






















                                                   
57 日本会計研究学会・税務会計特別委員会、前掲注（56）、三、四。 
58 「座談会 昭和 42 年度 改正税法企業はどうみるか－法人税関係に限って－」『税経通信』第 22










































                                                   
59 税制調査会「税制調査会第 5 回税制簡素化特別部会 速記録」（1966 年）、37 頁－39 頁（塩崎潤
氏 発言）。 
60 税制調査会「税制調査会第 5 回税制簡素化専門小委員会 速記録」（1966 年）、9 頁－10 頁（塩崎
潤氏 発言）。 
61 税制調査会「税制調査会第 10 回税制簡素化特別部会（税制簡素化専門委員会合同会議） 速記録」
（1967 年）、20 頁－21 頁（塩崎潤氏 発言）。 


































                                                   
62 第 55 回国会・参議院大蔵委員会（昭和 42 年 5 月 26 日第 12 号）。 
63 税制調査会、前掲注（27）、73 頁－74 頁（田中豊氏および塩崎潤氏 発言）参照。 
64 同上、（1966 年）、76 頁（塩崎潤氏 発言）参照。 






























                                                                                                                                                     
塩崎潤、前掲注（22）、6 頁。 
藤掛一雄、前掲注（29）、76 頁。 
第 55 回国会・参議院大蔵委員会、前掲注（62）。 
66 税制簡素化専門小委員会、前掲注（20）、1－3 参照。 
清永敬次「法人税法 22 条 4 項の規定について」『税法学』第 202 号（1967 年）、28 頁。 
67 「座談会 昭和 42 年度 改正税法企業はどうみるか－法人税関係に限って－」、前掲注（58）、87
頁（久保田一信氏 発言参照）。 
税制調査会、前掲注（27）、73 頁（塩崎潤氏 発言参照）。 
68 志場喜徳郎編『法律學体系 コンメンタール篇 法人税法[1]』（日本評論新社、1955 年）、131 頁
－132 頁。 



























22 条 2 項が対象とする「取引」は、多種多様なものがあり、その年度帰属は、権利確定
主義や企業会計における実現主義に依らない場合もある。各取引を項目別に分類して、
それらについてそれぞれ収益の年度帰属の基準が検討されたが、その多種多様性が故に、
非常に難しく、また、それらを 1 つ 1 つ法人税法において規定するということが改正の
                                                   
70 渡辺伸平「税法上の所得をめぐる諸問題」『司法研究報告書』第 19 輯第 1 号（1967 年）、61 頁参
照。 
71 志場喜徳郎、前掲注（38）、107 頁。 
72 同上、101 頁。 
73 この点についての詳細は、第 1 章、第 2 章および第 3 章第 1 節を参照されたい。 
74 北野弘久「昭和 42年度税法改正への若干の疑問－第 55回国会公述要旨－」『税法学』第 198号（1967
年）、27 頁。 
75 吉国二郎・武田昌輔『法人税法〔理論編〕 改訂 3 版』（財経詳報社、1972 年）、159 頁。 















                                                   
77 「対談 昭和 40 年度 税制改正のすべて」『税経通信』第 20 巻第 6 号（1965 年）、185 頁（泉美
之松氏 発言）参照。 
「座談会 改正法人税法の問題点」『税経通信』第 20 巻第 6 号（1965 年）、108 頁－109 頁（伊
豫田敏雄氏 発言）参照。 
  「座談会 改正法の問題点をきく」『税務弘報』第 13 巻第 5 号（1965 年）28 頁（武田昌輔氏 発
言）参照。 
  原一郎「［法人税関係改正法詳解］法人税法の全文改正について－各事業年度の所得金額および税
額の計算（外国税額控除および外国法人を除く。）関係」『税経通信』第 20 第 7 号（1965 年）、126
頁参照。 
 「座談会 法人税の改正に関する研究（I）」『産業経理』第 25 巻第 6 号（1965 年）160 頁－161
頁（武田昌輔氏および富岡幸雄氏 発言）参照。 
  吉牟田勲「所得計算関係の改正」『税務弘報』第 13 巻第 6 号（1965 年）、139 頁参照。 
















べられている（税制調査会、前掲注（27）、55 頁－56 頁）。 














第 3 節 公正処理基準の法文化の意義 
 
 公正処理基準は、法文化された昭和 42 年以前からも一貫して課税所得算出における
会計処理の基準として存しており、したがって、確認的規定ということが理解された。


















                                                   
79 税制調査会、前掲注（45）、55 頁（中嶋晴雄氏 発言参照）。 
80 昭和 41 年 6 月 10 日 税制簡素化特別部会 3－1。 
81 通達とは、「上級行政庁が法令の解釈や行政の運用方針などについて、下級行政庁に対してなす命
令ないし指令である」（金子宏、前掲注（44）、106 頁）。国家行政組織法 14 条 2 項は、「各省大臣、
各委員会及び各庁の長官は、その機関の所掌事務について、命令又は示達をするため、所管の諸機








461 頁－462 頁、酒井克彦『スタートアップ 租税法』（財経詳報社、2010 年）、159 頁参照）。 
  なお、企業会計に関連のあるような通達については、経団連を初めとして経済団体の専門家と議論
をしながら作成されていた（税制調査会、前掲注（45）、57 頁、（中嶋晴雄氏 発言）。 
82 金子宏、前掲注（44）、106 頁。 
83 税制調査会、前掲注（45）、54 頁（塩崎潤氏 発言参照）。 
84 武田昌輔、前掲注（27）、81 頁。 





















































                                                   
86 税制調査会「税制調査会第 7 回税制簡素化専門小委員会 速記録」（1967 年）、70 頁（塩崎潤氏 発
言）参照。 
87 税制調査会、前掲注（27）、56 頁（竹内益五郎氏 発言）。 








92 志場喜徳郎編、前掲注（68）、132 頁。 
  ここでいう「個別的規定」とは、「いわゆる『法令により別段の定めのあるもの』としての具体的



































                                                                                                                                                     
り、現行法人税法における「別段の定め」を意味するものと解して差支えないと考えられる。  
93 企業会計審議会、前掲注（2）、第一、四。 
  岩田巖「意見書の基本的要望」『産業経理』第 12 巻第 7 号（1952 年）、17 頁－19 頁参照。 
94 税制調査会、前掲注（13）、第 3、一、Ⅰ、4 参照。 







































                                                   
96 税制調査会「国税通則法の制定に関する答申の説明（答申別冊）」（1961 年）、第 2 章、第 1 節、1
－1、（1）参照。 
97 塩崎潤「税制簡素化の意味」『企業会計』第 19 巻第 12 号（1967 年）、13 頁。 
税制調査会、前掲注（61）、20 頁－22 頁（塩崎潤氏 発言）参照。 
98 「座談会 現行法人税関係法令の問題点を論ずる」『税理』第 19 巻第 8 号（1976 年）、40 頁（泉
美之松氏 発言）。 
99 西原宏一、前掲注（21）、75 頁。 
藤掛一雄、前掲注（29）、76 頁参照。 






第 4 節 「無償譲渡等取引」との関係性 
 












































                                                                                                                                                     
吉牟田勲、前掲注（23）、51 頁）。しかしながら、企業会計上は、資本助成目的による受贈益を資本
剰余金とみる見解もある一方で、法人税法上は、すべての受贈益を益金たる収益として扱うことが
建前とされている（富岡幸雄『新版 税務会計学講義 第 2 版』（中央経済社、2011 年）、49 頁、村









る（中村利雄『法人税の課税所得計算－その基本原理と税務調整』（ぎょうせい、1982 年）、35 頁）。. 




る限り、コストの割安を通じて所得の増大となつて表れる」と述べている（昭和 37 年 10 月 12 日 税
法整備小委員会 4－1）。これは、無償による役務の受入れ、つまり、無利息の貸付けを受けた場合
についても同様のことがいえるものと思われ、その利益は収益に計上するものと解されるのである



























法人税法 22 条 2 項が無償による役務の受入れを規定していないのは、「それが重要性に乏しく、収
益として計上しないでも課税上の弊害がないと考えたためとでも説明するほかないように思えるの
である」と示されている（神森智「益金の額の構造」黒沢清・武田昌輔編『体系 近代会計学 XIII 
税務会計論』（中央経済社、1979 年）、43 頁－44 頁）。 
なお、企業会計上、無償による役務の受入れによる収益の計上の要否については、特に論じられ
92 
















人税法 22 条 2 項には、税法固有の考え方も存し、正に「無償譲渡等取引」はこれに該
当するので、公正処理基準の適用はないとする考え方がある111。第 2 に、第 1 の考え方
と同様の前提に立ち、法人税法 22 条 2 項の基本構造は、「当該事業年度の益金の額に算
入すべき金額は、」が主語であり、「当該事業年度の収益の額とする。」が述語である。そ











109 渡邊進「『商法と税法との関連等に関する研究』の解説」『産業経理』第 31 巻第 12 号（1971 年）、
101 頁。 
110 竹下重人「課税要件事実の認定の構造」『シュトイエル』第 200 号（1978 年）、163 頁。 
111 中村利雄「法人税の課税所得計算と企業会計－無償譲渡等と法人税法二二条二項ー」『税大論叢』
第 11 号（1977 年）、189 頁参照。 
112 高梨克彦「無利息貸付けに係る収益税と批判」『中川一郎先生古稀祝賀税法学論文集』（日本税法
学会、1979 年）、23 頁参照。 

























































                                                   
113 第 55 回国会・衆議院大蔵委員会（昭和 42 年 5 月 19 日第 15 号）。 
114 日本会計研究学会・税務会計特別委員会「税務会計の基本問題に関する研究－税法における所得
計原理の解明と批判－」『企業会計』第 19 巻第 9 号（1967 年）、三、2。 
  この点について、武田昌輔教授も「無償による譲渡によって生ずる収益を企業会計上も認識すべ
きことが理論的にみて正当であると考える」と述べられている（武田昌輔「無償譲渡より生ずる収
益」森田哲彌他編『現代会計学の基本課題』（中央経済社、1972 年）、148 頁）。 















第 9 条第 1 項における総益金ないし益金の解釈をもって、収益を計上してきたのであり、
したがって、それは、社会通念としてあるべき会計原則に基づく会計処理であると考え
られる118。そして、繰り返しとなるが、昭和 40 年全文改正における法人税法 22 条の改
正の趣旨は、規定の具体化であって、従来からの法人税法の所得計算方式の変更を意図








                                                   
116 同上、10 頁 
117 泉美之松、前掲注（46）、221 頁。 
118 最高裁昭和 41 年 6 月 24 日判決は、資産の無償譲渡から旧法人税法第 9 条第 1 項における総益金
ないし益金が生じると判示している（最高裁昭和 41 年 6 月 24 日判決（昭和 37 年（オ）第 255 号）
『LEX/DB インターネット TKC 法律情報テータベース』 文献番号 21023790）。 
大阪地裁昭和 31 年 7 月 30 日判決は、役務の無償提供（無利息貸付け）からも旧法人税法第 9 条
第 1 項における総益金ないし益金が生じると判示している（大阪地裁昭和 31 年 7 月 30 日判決（昭
和 28 年（行）第 83 号）『LEX/DB インターネット TKC 法律情報テータベース』文献番号 21007780）。 
また、その控訴審である大阪高裁昭和 39 年 9 月 24 日判決では、租税回避の有無を総益金ないし
益金の発生の条件としているが、租税回避の企図があるならば、旧法人税法第 9 条第 1 項における
総益金ないし益金が生じするとしており、その課税は、旧法人税法第 9 条第 1 項をもってなされる
点で、上記の裁判例と同様である（大阪高裁昭和 39 年 9 月 24 日判決（昭和 31 年（ネ）第 1037 号）
『LEX/DB インターネット TKC 法律情報テータベース』文献番号 21019740）。 
なお、これらの判例については、次章で詳述する。 
119 最高裁昭和 41 年 6 月 24 日判決、前掲注（118）、参照。 
  大阪地裁昭和 31 年 7 月 30 日判決、前掲注（118）、参照。 





よび第 2 の考え方の前提とは異なるものの、第 2 の考え方と同様に、「無償譲渡等取引」
にも公正処理基準が及ぶと解される。 
 
第 5 節 小括 
 
本章では、昭和 42 年に法定され、公正処理基準を規定した法人税法 22 条 4 項の立法
趣旨やその意義を交えながら、法人税法 22 条 4 項と「無償譲渡等取引」との関係性を
検討した。 





として、昭和 42 年 5 月 31 日法律第 21 号をもって創設されたものであった。また、そ
の創設の遠因には、企業会計審議会の昭和 27 年および昭和 41 年意見書における要望も
存していた。 















                                                                                                                                                     
120 岡村忠生、前掲注（112）、4 頁－5 頁参照。 










 上記のことに加え、法人税法 22 条の立法趣旨が、規定の具体化であって、従来から
の法人税法の所得計算方式の変更を意図するものではないこと、そして、そもそも旧法
人税法第 9 条第 1 項における課税所得は、その収益（益金）ないし費用（損金）である
か否かの性質に関しては、純資産増加説に依拠し、その計算は企業会計等そのものに基
づいておらず、社会通念としてあるべき会計原則に基づいて算出されていたことを踏ま















第 5 章 無償による資産の譲渡取引に関する判例および学説 
 


















第 1 節 相互タクシー事件 最判第二小法廷昭和 41 年 6 月 24 日判決2   
 




の請求を棄却した3。   
                                                   
1 以下では、「無償譲渡」に係る収益の発生事由を考察するに当たり、「低額譲渡」も便宜上、「無償
譲渡の一類型」として論稿を展開してく。 
2 最高裁昭和 41 年 6 月 24 日判決（昭和 37 年（オ）第 255 号）『LEX/DB インターネット TKC 法
律情報テータベース』 文献番号 21023790。 
  【事件の概要】 タクシー株式会社（原告・控訴人・被上告人）である X は他社 3 銘柄の株式を
保有しており、その株式につき増資および株式の割当てが行われた際、X は昭和 24 年改正前の独禁





3 大阪地裁昭和 31 年 4 月 16 日判決（昭和 28 年（行）第 15 号）『LEX/DB インターネット TKC
法律情報テータベース』 文献番号 21007320。 
98 

































                                                   







概念の範疇ではないとし9、法人税法 22 条 2 項の「無償譲渡等取引」を収益の生ずる一






んら異るものではな」いことから11、法人税法 22 条 2 項にいう無償譲渡は所得税法 59
条に本質的に準ずるものであると解され12、固定資産である土地や有価証券の所有期間
                                                   
5 佐藤英明『スタンダード所得税法』（弘文堂、2009 年）、81 頁－83 頁参照。 
6 清永敬次「無償取引と寄付金の認定－親子会社間の無利息融資高裁判決に関連して－」『税経通信』
第 33 巻第 13 号（1978 年）、4 頁。 
7 酒井克彦『スタートアップ 租税法』（財経詳報社、2010 年）、67 頁参照。 



















沢智『租税実体法－法人税解釈の基本原理〔増補版〕』（中央経済社、1983 年）、347 頁）。 
10 最高裁昭和 43 年 10 月 31 日判決（昭和 41 年（行ツ）第 8 号）『LEX/DB インターネット TKC
法律情報テータベース』文献番号 21029100。 
11 東京高裁昭和 46 年 12 月 8 日判決（昭和 41 年（行コ）第 31 号）『LEX/DB インターネット TKC
法律情報テータベース』文献番号 21037660。 





 1  贈与（法人に対するものに限る。）又は相続（限定承認に係るものに限る。）若しくは遺贈（法


















第 2 節 第二次まからずや事件 大阪高判昭和 43 年 6 月 27 日判決17 
 
 第 1 審の神戸地方裁判所は、本件譲渡資産の時価相当額が総益金に算入することは行
われず、単に時価相当額と譲渡価額との差額のうち寄附金の損金不算入額の部分を所得
金額に加算し、旧法人税基本通達 77 は旧法人税法 9 条 3 項の不当な拡大解釈とはいえ
                                                                                                                                                     
2  著しく低い価額の対価として政令で定める額による譲渡（法人に対するものに限る。）  
13 松沢智、前掲注（9）、127 頁。 
14 同上、129 頁。  
  碓井光明教授も「無償による資産の譲渡」の場合は、キャピタル・ゲイン課税の論理から特に未実
現利得に課税する政策がとられたと解されている（碓井光明「法人税法における益金の概念 法 22
条 2 項の問題点－主として無償による役務提供－」『税理』第 21 巻第 4 号（1978 年）、5 頁）。 
15 「贈与」とは、民法 549 条が規定する「当事者の一方が自己の財産を無償で相手方に与える意思
を表示し、相手方が受諾をすることによって、その効力を生ずる。」ことである（水田嘉美『ヨコ組・
判例六法 2010』（参修社、2009 年）、182 頁）。 
16 植松守雄「未計上資産の無償譲渡の益金」『別冊ジュリスト』第 17 巻（1968 年）、93 頁。 
17 大阪高裁昭和 43 年 6 月 27 日判決（昭和 38 年（ネ）第 353 号）『LEX/DB インターネット TKC
法律情報テータベース』文献番号 21028290。 







と判断し、旧法人税法 9 条 3 項の寄附金のうち、命令で定める限度を超過する部分の金額は損金に
算入しない旨の規定に依拠して、当該差額のうち寄附金の損金算入限度額を超過する部分の金額を
もって X の法人税増額更正処分を行った事案である。 
101 
ず、租税法律主義に違背しなといと判示して原告の請求を棄却した18。 
















ける寄附金に関しては、費用性を有しない寄附金は法人税法 37 条 1 項により全額課税







                                                   
18 神戸地裁昭和 38 年 1 月 16 日判決（昭和 36 年（行）第 8 号）『LEX/DB インターネット TKC 法
律情報テータベース』 文献番号 21016990。 
19 第一審では、時価と譲渡価額の差額相当額は、X が贈与の意思により価値の移転を行い、A も受贈





   控訴審では、「法人税法第 9 条第 3 項は、法人がした寄付金のうち一定限度を超える部分の金額
を損金に算入しないと定めているが、右にいう寄付金とは、金銭その他の資産を他人に贈与した場
合における金額又は資産の価格を指すものと解される」と説示している。  
20 松沢智、前掲注（9）、128 頁－129 頁。 
21 松沢智編著『租税実体法の解釈と適用・2－法税法は争えば解釈が発展する－』（中央経済社、2000
年）、93 頁－94 頁参照。 
102 
第 3 節 南西通商株式会社事件 最判第三小法廷平成 7 年 12 月 19 日判決22 
 


















 第 2 審の福岡高裁裁判所宮崎支部は、第 1 審の判示部分をほぼそのまま引用し、X ら
の控訴を棄却した24。 




                                                   
22 最高裁平成 7 年 12 月 19 日判決（平成 6 年（行ツ）第 75 号）『LEX/DB インターネット TKC 法
律情報テータベース』 文献番号 22008541。 
  【事件の概要】 X1（原告・控訴人・上告人）は金融業等を営む会社である。X1 は、その設立以
来、個人である X2（原告・控訴人・上告人）が実質的に資本金を全額出資している会社であり、X2
が代表者として経営を支配している。X1 は訴外取引先銀行の株式を 14 万 9025 株保有していたが、
この株式（以下、「本件株式」という。）を昭和 63 年 4 月 1 日に 13 万 9025 株、また平成元年 3
月 31 日に 1 万株を X2 に対して譲渡した。これに対し Y（税務署長－被告・被控訴人・被上告人）
は、本件株式の譲渡が時価よりも低廉な価格でなされたものであるとして、時価との差額に相当す
る金額は法人税法 22 条 2 項により、X1 の所得計算上益金に算入すべきであるとして更正処分行っ
た事案である。 
23 宮崎地裁平成 5 年 9 月 17 日判決（平成 4 年（行ウ）第 2 号、平成 4 年（行ウ）第 3 号）『LEX/DB
インターネット TKC 法律情報テータベース』 文献番号 22006942。 





























22 条 2 項の趣旨を巡って従来争われてきた点について明言を避けつつ、資産の含み損益
に対する課税繰延べを防止するという立法政策を宣明し、低額譲渡は同項にいう「有償
による資産の譲渡」に該当するとしながらも、法人税法 22 条 2 項の趣旨を根拠にして、
「低額譲渡からも適正価額相当額の収益があったものとしている点」および「補強材料
として寄附金規定を援用する点」において、当該収益の発生事由に関する論理の運びは、




引（arm’s length transaction）の法理（上）（中）（下）－内国歳入法典 482 条についてー」『ジュ




















 そして、同氏は法人税法 22 条 2 項の第一次的目的が、「適正所得の算出を目的とす
る」30規定と解されており、その収益認識の範囲に限定を付すことに否定的である。法
人税法 22 条 2 項の「適正所得の算出を目的とする」という第一次的な目的を通じて、
「納税者間の公平」を維持するのであるから、法人税法 37 条 7 項の寄附金の処理とは
無関係に、法人は営利を目的として活動するものである以上、無限定的に無償譲渡につ
いて収益を認識すべきと解されている31。 
 また、法人税法 22 条 2 項の趣旨が「適正所得の算出」にあると考えると、同項にい
                                                   





取引と法人税－法人税法 22 条 2 項を中心として－｣『法協百年論集』第 2 巻（1983 年）、154 頁）。 





（武田隆二『法人税法精説』（森山書店、2000 年）、76 頁－77 頁参照）。 
29 金子宏、前掲注（27）、162 頁。 
30 同上、169 頁。 
  適正所得とは、「相互に特殊関係のない独立当事者間の取引において通常成立する筈の対価相当額」
である（同上、162 頁）。 




































                                                   
32 同上、165 頁。 
33 同上、156 頁。 





















第 6 章 無償による役務の提供取引に関する判例および学説 
 










第 1 節 京都証券取引所事件 大阪高裁昭和 39 年 9 月 24 日判決2 
 




日歩二銭六厘の割合による利息を付していた事実、前示のように、X の増資新株引受人  
であった各証券業者に対し、その増資払込金の返済資金にあてるため貸付をしたもの  
である事実を総合すると、X としては本件貸付金についても右の割合による利息を  
付するのが当然であるのに、右のような特別の事情から利息を付さないこととしたも  
のであるから、法人税法上は X は前記行為により右貸付金に対する前記割合による  
利息相当額の利益を債務者である各証券業者に無償で給付したものと解するを相当と  
                                                   
1 高梨克彦氏は、金銭貸付行為自体、貸主が自己の労務および作業等を借主に供与するものではない
ことから、無利息貸付け等は、法人税法 22 条 2 項における「役務の提供」に該当しないと述べられ
ている（高梨克彦「無利息貸付けに係る収益説と批判」日本税法学会編『中川一郎先生古稀祝賀税
法学論文集』（日本税法学会、1979 年）、9 頁－14 頁、39 頁－40 頁）。 
しかしならがら、従来から法人税法上、貸付金の利子は、契約による継続的な役務の提供ないし
用役の提供の対価と解されてきていることから、本論文ではこれに従って、法人税法 22 条 2 項にお
ける「役務」の概念は、「貸付け」も含むものとして、論理を展開していくこととする（市丸吉左ヱ
門『法人税法解説』（税務研究会、1961 年）、103 頁、104 頁、志場喜徳郎『法人税』（中央経済社、
1958 年）、118 頁－119 頁）。 
2 大阪高裁昭和 39 年 9 月 24 日判決（昭和 31 年（ネ）第 1037 号）『LEX/DB インターネット TKC
法律情報テータベース』文献番号 21019740。 







































否認し、X がなお未収利息債権を有するとし、或は X に本件貸付けにより利息相当額の
利益が発生し、これを株主たる右証券業者に提供したものとして X の課税標準の計算上
右利息相当額を益金に加算することは許されないものといわねばならない。」と判示し
                                                   
































                                                   
4 清永敬次「無償取引と寄付金の認定－親子会社間の無利息融資高裁判決に関連して－」『税経通信』





5 武田昌輔「課税所得の基本問題（中）－法人税法 22 条を中心としてー」『判例時報』第 952 号（1980
年）、3 頁。 






第 2 節 清水惣事件 大阪高裁昭和 53 年 3 月 30 日判決7 
 















                                                   
7 大阪高裁昭和 53 年 3 月 30 日判決（昭和 47 年（行コ）第 42 号）『LEX/DB インターネット TKC
法律情報テータベース』文献番号 21061520。 
  【事件の概要】 X 社（原告・被控訴人）と T 社は親子会社の関係にあって、共に法人税法上の同
族会社である。X は、T の事業達成を援助する目的で昭和 37 年 12 月 1 日 T に対し、3 か年に限り
4000 万円を限度として無利息融資する旨の契約を締結した。これに対し、Y 税務署長は昭和 39 事
業年度及び昭和 40 事業年度の所得の金額に当該無利息融資に係る利息相当額を各加算計上する更
正処分を行った事案である。 
8 大津地裁昭和 47 年 12 月 13 日判決（昭和 41 年（行ウ）第 1 号、昭和 42 年（行ウ）第 2 号）『LEX/DB











税法 第 18 版』（弘文堂、2013 年）、121 頁）。 
  この地裁判決に対しては、法文の根拠がなくとも租税回避行為を否認しうる趣旨に捉えられる点や
役務の無償提供によって収益が生ずることを肯定する傾向にいた税務行政関係者からの批判があっ
た（碓井光明「法人税法における益金の概念 法 22 条 2 項の問題点－主として無償による役務提供
























 また、昭和 40 年改正法人税法 22 条 2 項および 37 条 5 項（現行法人税法 37 条 7 項）





条 2 項を「確認規定」と断じている。この点は、昭和 40 年法人税法全文改正に携わっ
た立法当局者の法人税法 22 条に関する所説の影響が窺える。 








ら、担税力を示す」と説示していた。当該判示は、法人税法 22 条 2 項の立法趣旨の説
明において、立法関係者の 1 人であった吉牟田勲教授が示された所説をその理由の一部
としている。 




























                                                   
9 吉牟田勲「所得計算関係の改正」『税務弘報』第 13 巻 6 号（1965 年）、140 頁。 
10 金子宏「無償取引と法人税－法人税法 22 条 2 項を中心として－｣『法協百年論集』第 2 巻（1983
年）、139 頁。 
11 清永敬次、前掲注（4）、3 頁。 































                                                                                                                                                     
13 岡村忠生教授は、法人税法 22 条 2 項における「無償譲渡等取引」に係る収益は、主に寄附金規定
（他にも役員給与（法人税法 34 条 1 項）や交際費（租税特別措置法 61 条の 4）等がある。）に従
属的であるという見解の立場をとられているので、本論文では「寄附金規定主導説」と呼称するこ
ととした（岡村忠生「資産の低額譲渡と法人税法二二条二項にいう収益の額」『民商法雑誌』第 116
巻第 3 号（1997 年）、433 頁－434 頁参照）。   
14 岡村忠生、前掲注（12）、3 頁－4 頁参照。 
15 同上、4 頁－5 頁参照。 
16 同上、3 頁、10 頁、18 頁－21 頁参照。 
17 岡村忠生、前掲注（12）、5 頁－6 頁。 











この場合、法人税法 22 条 2 項は資産の無償譲渡とは異なり、実体的利益のみを課税の
対象とする原則から乖離する。したがって、ここでも法人税法 37 条 7 項が「別段の定

















たことの意図は、法 37 条 5 項・6 項との関連において、推測できないことはない。すなわち、法
37 条 5 項・6 項に実効性を与えるうえにおいては、どうしても寄付金の額に相当する金額を益金の
額に算入しなければならないのである。そのためならば、法 37 条において、5 項および 6 項につき、
それぞれそれらの規定により、寄付金となる金額に相当する金額を、所得の金額の計算上、益金の
額に加算すると規定しておけばよかつたのである。・・・明年の改正の際には、必ず 2 項から『無償
による資産の譲渡』を削除しなければならない。同時に、法 37 条 5 項・6 項に、寄付金に相当する
金額を益金の額に算入すべき旨を明示しなければならないのである」と述べられている（中川一郎
「新法人税法の研究（3）」『シュトイエル』第 39 号（1965 年）、24 頁－25 頁）。これは、つまり、
法人税法 37 条には収益と関連付けられる法的根拠がないことを示唆されているものと解される。  
19 岡村忠生、前掲注（12）、18 頁。 
20 同上、20 頁－21 頁。 
21 同上、4 頁以下参照。 











自身の課税理論を展開されている同氏は、法人税法 22 条 2 項にいう「無償」という文
言は、民法 549 条の「贈与」であり24、「社外流出の契機」を法的支配の移転を示す「贈


















                                                   
22  商法第 512 条   商人がその営業範囲内において他人のために行為をしたときは、相当な報酬を
請求することができる。（報酬請求権） 
商法第 513 条    商人間において金銭の消費貸借をしたときは、貸主は、法定利息（次条の法定
利率による利息をいう。以下同じ。）を請求するとことができる。  
2    商人がその営業の範囲内において他人のために金銭の立替えをしたときは、そ
の立替えの日以後の法定利息を請求することができる。（利息請求権）  
商法第 514 条   商行為によって生じた債務に関しては、法定利率は、年六分とする。（商事法定  
       利率） 
23 松沢智『租税実体法－法人税解釈の基本原理－増補版』（中央経済社、1983 年）、132 頁。 
24 繰り返しとなるが、「贈与」とは、民法 549 条が規定する「当事者の一方が自己の財産を無償で相
手方に与える意思を表示し、相手方が受諾をすることによって、その効力を生ずる。」ことである（水
田嘉美『ヨコ組・判例六法 2010』（参修社、2009 年）、182 頁）。 
116 
由の論理との共通性がみられると解される25。 
 本件控訴審では、第 1 事業年度については昭和 40 年の全文改正以前の旧法人税法が




に関する判例でみられたように、法人税法 22 条 2 条の適用に当たって法人税法 37 条と
の関連性を考慮していることが窺える26。 
 
第 3 節 モタエグループ法人事件 広島高裁岡山支部平成 15 年 6 月 5 日判決27 
 

















                                                   
25 松沢智、前掲注（23）、362 頁－365 頁。  
26 中村利雄「無利息融資と法人税法 22 条 2 項及び 37 条 5 項」『税経通信』第 33 巻第 11 号（1978
年）、20 頁、28 頁。  
27 広島高裁岡山支部平成 15 年 6 月 5 日判決（平成 14 年（行コ）第 12 号）『LEX/DB インターネ
ット TKC 法律情報テータベース』文献番号 28130657。 
  【事件の概要】 本件事件は、税務署長 Y（被告・被控訴人）が X（原告・控訴人）に対して平成
9 年 5 月 16 日付けで行った平成元年 10 月 1 日から平成 8 年 9 月 30 日（ただし、平成 5 年 9 月期
を除く。）までの各事業年度において、営業のための贈答費、役員の出張費等の損金算入を否認し、
一方で、X からの各関連企業への立替あるいは貸付に伴う受取利息相当額を X の所得に算入すると
した法人税各更正処分につき、X がその処分の取消しを求めた事案である。 










間の公平を欠くことになる。したがって、法人税法 22 条 2 項の趣旨からして、この場
合に益金の額に算入すべき収益の額には、現実に収受した利息金のほか、これと貸付時
から返済時までの間における社会通念上妥当な利率による利息相当額との差額も含まれ









件の最高裁判決における法人税法 22 条 2 項の「無償譲渡等取引」に係る収益の発生事
由とほぼ同旨であり、低利貸付けを法人税法 22 条 2 項にいう「有償による役務の提供」














                                                   
29 金子宏、前掲注（10）、168 頁－169 頁参照。 
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べきであると解されている30。 
 第 1 審判決では法人税法 22 条 2 項の役務の無償提供に係る収益発生事由が何に依拠




















れに従属して法人税法 22 条 2 項によって、役務の無償提供を含め「無償譲渡等取引」
に係る収益が認識されるとする「寄附金規定主導説」に影響を与えたと解された。 
 また、昭和 55（1980）年の法人税法基本通達改正では、清水惣事件の控訴審判決を
受けて、「合理的な経済目的」ないし「合理的理由」を法人税法基本通達 9－4－1 と 9
－4－2 で規定した31。しかし、子会社援助のために行われる親子会社間の無利息貸付け
                                                   
30 同上、162 頁。 





当しないものとする。（昭 55 年直法 2－8「三十三」により追加、平 10 年課法 2－6 により改正） 




















                                                   
32 吉牟田勲『新版 法人税法詳説－立法趣旨と解釈（平成 7 年度版）』（中央経済社、1995 年）、53
頁。  




































                                                                                                                                                     
である（清永敬次、前掲注（8）、83 頁）。 
121 
第 7 章 法人税法 22 条 2 項における課税所得の解明 
 
 第 5 章および第 6 章でみてきたように、旧・現行法人税法下での判例およびそれらと
関係を有する学説は、法人税法 22 条 2 項における「無償譲渡等取引」に係る収益の発
生事由について、区々の見解を示しており、多種多様性を呈していた。 















第 1 節 わが国法人税法と純資産増加説 
 
1－１ 純資産増加説における 2 類型 
 




                                                   
1 Wueller, P. H.(1938). Concepts of taxable income I, Political Science Quarterly, 53(1), p.106. 
2 Schanz, G. v.(1896). Der einkommensbegriff und die einkommensteuergesetze. Finans-Archiv, 
S.1-87  
   このシャンツの論稿については、篠原章訳「ゲオルク・シャンツ 所得概念と所得税法 （1）～（4）」
『成城大学経済研究』第 104 号（1989 年）、23 頁・第 105 号（1989 年）、127 頁・第 106 号（1989
年）、95 頁・第 107 号（1989 年）、121 頁において完訳されている。 
3 「取得型（発生型）所得概念」とは、「各人が収入等の形で新たに取得する経済的価値、すなわち










































                                                   
5 辻山栄子『所得概念と会計測定』（森山書店、1991 年）、36 頁。 
6 篠原章訳「ゲオルク・シャンツ 所得概念と所得税法 （1）」、前掲注（2）、23 頁－29 頁参照。 
  清永敬次「シャンツの純資産増加説（二完）」『税法学』第 86 号（1958 年）、19 頁。 
7 篠原章訳「ゲオルク・シャンツ 所得概念と所得税法 （1）」、前掲注（2）、47 頁。 
8 同上、29 頁。 



















シャンツの a と a’、 b と b’の文言から純資産増加説には、その基本的な計算構造お
いて、2 つの峻別されるべき形態ないしは範疇が存すると考えられる。 













                                                   
10 同上、46 頁。 
11 同上、46 頁－47 頁。 
12 篠原章訳「ゲオルク・シャンツ 所得概念と所得税法 （3）」、前掲注（2）、96 頁。 
13 岡部利良「税法上の企業所得概念の批判」『會計』第 76 巻第 4 号（1959 年）、38 頁－39 頁。 
山崎佳夫「純資産増加説と権利確定主義」『富大経済論集』第 7 巻第 3 号（1962 年）、24 頁－25
頁。 
武田隆二『法人税法精説』（森山書店、2000 年）、66 頁－68 頁参照。 
14 武田隆二、前掲注（13）、64 頁。 
15 武田隆二「キャピタル・ゲインと純資産増価説」『TKC』第 375 号（2004 年）、11 頁。 
124 
実体財（現金ないし貨幣性資産）の裏付けのある「純資産の増加」である16。 




























                                                   
16 武田隆二『所得会計の理論－税務会計の基礎理論－』（同文館、1970 年）、54 頁参照。 
武田隆二、前掲注（13）、64 頁参照。 
山崎佳夫、前掲注（13）、24 頁－25 頁参照。 
17 武田隆二、前掲注（13）、66 頁。 
武田隆二、前掲注（16）、54 頁。 
18 Haig,R.M.(1921). The concept of income-economic and legal aspects. In R. M. Haig(Ed.), The 
Federal Income Tax. New York: Columbia University Press, p.7. 
19 Ibid., p.7. 
20 金子宏「租税法における所得概念の構成（1）」『法学協会雑誌』第 83 巻第 9・10 合併号（1966 年）、
1267 頁。 































                                                   
22 Ibid., p.11, p.14. 
23 Simons,H.C.(1938). Personal income taxation: The definition of income as a problem of fiscal 
policy. Chicago: University of Chicago Press, p.49. 
24 Ibid., p.50. 
25 Ibid., p.50. 
26 Ibid., p.100. 
27 Ibid., p.88. 
28 Ibid., p.84. 
29 Ibid., p.100. 
30 Ibid., p.206. 

























                                                   
32 志場喜徳郎『法人税』（中央経済社、1958 年）、89 頁－91 頁参照。 
岡村忠生『法人税法講義 第 3 版』（成文堂、2008 年）、1 頁。 
33 金子宏「租税法における所得概念の構成（1）」『法学協会雑誌』第 83 巻第 9・10 合併号（1966 年）、
1266 頁。 









1 頁－2 頁）。 
35 武田隆二、前掲注（16）、37 頁参照。 







































38 武田隆二「『ファイナンス型課税制度』における給付能力」『TKC』第 374 号（2004 年）、12 頁。 
39 金子宏教授は、この点について、「法人の所得というのは、基本的には法人の利益（profit）と同
義であって、法人の事業活動の成果を意味する。わが国の企業会計では、法人の利益は、損益法、す
なわち一定期間の間における収益（revenue, gross profit）からそれを得るのに必要な（cost, expense）
を控除する方式で計算されるが、法人税法 22 条 1 項は、それを前提として、法人の各事業年度の所
得の金額は、当該事業年度の益金の額から当該事業年度の損金の額を控除した金額とする、旨を定め
ている」と述べられている（金子宏、前掲注（3）、285 頁）。 



























                                                   
41 末永英男『法人税法会計論 第 7 版』（中央経済社、2013 年）、34 頁。 
42 武田隆二、前掲注（16）、 92 頁。 
43 同上、92 頁。 
44 市丸吉左ヱ門『法人税の理論と実務』（税務経理協会、1961 年）、48 頁参照。 
忠佐市『租税法要綱』（森山書店、1986 年）、189 頁参照。 
45 市丸吉左ヱ門、前掲注（44）、48 頁ー49 頁参照。 
忠佐市、前掲注（44）、202 頁－203 頁参照。 
46 志場喜徳郎、前掲注（32）、88 頁。 







































の本質的な計算構造である」（同、51 頁）と述べられている（同、44 頁－51 頁参照）。 











完）」『法学協会雑誌』第 100 巻第 9 号（1983 年）、1602 頁－1603 頁）。 
49 末永英男、前掲注（41）、57 頁。 
50 泉美之松「改正所得税法、改正法人税法、改正相続税法、改正租税特別措置法の詳解」『税経セミ


































                                                   
51 Simons, op. cit., pp.57-58 
52 Ibid., p.166. 
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 第 2 節 「無償譲渡等取引」に係る収益の発生事由の解明 
 












取引なのである。それにもかかわらず、昭和 36 年の第 6 回税法整備小委員会では、例
えば、所得税法についてではあるが、同法での無償譲渡（低額譲渡も含む）の課税に当
たって、「資産を第三者に譲渡換価したうえで、その譲渡代金である金銭を贈与した場
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62 原一郎「［法人税関係改正法詳解］法人税法の全文改正について－各事業年度の所得金額および税
































その後、昭和 36（1961）年 12 月 7 日付税制調査会答申を決定するまでの税制調査会
の審議の内容と経過等の詳細を記述した「答申の審議の内容及び経過の説明」では、無
償譲渡について、少し長くなるのであるが以下のように述べている。 
                                                   
63 Simons, op. cit., p.208. 
64 Ibid., p.208. 
65 『シャウプ使節団日本税制報告書』（全国青色申告会総連合、2000 年）、46 頁。 
66 同上、136 頁。 




























































これらのことと第 1 章および第 3 章で考察したわが国法人所得課税における制度史の
経緯を合わせ考えるに、少なくともシャウプ勧告後において、法人税法では、キャピタ
                                                   
68 税制調査会「答申の審議の内容及び経過の説明」（1961 年）、第 6 章、第 3、2、（1）。 
なお、「みなし譲渡」は、第 2 章第 1 節で既に示したのであるが、旧所得税法（昭和 25 年 3 月
31 日法律第 71 号、昭和 29 年 4 月 1 日法律第 52 号改正）において以下のように規定されていた。 
（時価による譲渡とみなす場合） 





  ② 著しく低い価額の対価で第九条第七号又は第八号に規定する資産の譲渡があつた場合におい
ては、その譲渡の時における価額により、当該資産の譲渡があつたものとみなして、この法律を
適用する。 


















法人税法 22 条 2 項を典拠とする課税権の行使および課税（税負担）の公平の観点から、
包括的な意味での実現した経済的価値の増加と観念されることによって、同条項にいう
「収益の額」として計上されるのである72。 
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72 渡辺伸平「税法上の所得をめぐる諸問題」『司法研究報告書』第 19 輯第 1 号（1967 年）、4 頁－7
頁参照。 
73 清永敬次「無償取引と寄付金の認定－親子会社間の無利息融資高裁判決に関連して－」『税経通信』
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78 増井良啓「無利息融資と経済的価値の移転」金子宏編『所得課税の研究』（有斐閣、1991 年）、87
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22 条 2 項における無利息貸付けについても、ほぼ同様に経済的価値が移転すると解しておられる（同、
92 頁－98 頁参照）。 
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引時に、客観的に把握および評価（測定）可能となり、包括的な意味での実現した「純
























的純資産増加説」である。そして、もう 1 つは、2 時点間の比較というストックの概念
から「実現」を所得の要件とせず、実現した「純資産の増加」のみならず、実体財（現
金ないし貨幣性資産）の裏付けのない「純資産の増加」をも所得と観念する「時点的純
                                                   
88 武田昌輔「課税所得の基本問題（中）－法人税法 22 条を中心として－」『判例時報』第 952 号（1980
年）、3 頁。 
















































































































































ついての明文規定が存していたわけでなく、その法的根拠は旧法第 9 条第 1 項にあり、
同項の解釈をもって、その相当の対価、つまり、贈与した時の時価を総益金ないし益金
と観念していたと解された。この課税状況を受けて、上記「租税法律主義の徹底」等の









「低額取引」について、法人税法 22 条 2 項は、その文言上、何ら言及するところが
ない。しかし、昭和 40 年以前の旧法人税法下において、低額取引への課税は、旧法第 9
条第 1 項をその法的根拠として、資産の譲渡ないし役務の提供の対価の額のほか、当該
対価の価額と当該資産の譲渡ないし役務の提供の時における時価との差額に相当する金




税上問題でないと考えられた。そこで重要なのは、法人税法 22 条 2 項における「資本
等取引以外のもの（取引）に係る当該事業年度の収益の額」の趣旨であると解された。
そして、法人税法 22 条 2 項の趣旨が旧法第 9 条第 1 項の明確化であって、これにより
従来の法人税法の所得計算の変更を意図したものではないという事実を斟酌すると、旧
法第 9 条第 1 項と同様の課税が法人税法 22 条 2 項においてなされると解された。 
また、法人税法上、ある取引が低額取引に該当するか否かについては、個々の事例の
場合の実態的な状況によって判断されることになるものと解されるのであるが。一般的に、
時価の概ね 2 分の 1 未満の価額で取引を行った場合には、特殊な事情がない限り、当該
対価の価額と当該資産の譲渡ないし役務の提供の時における時価との差額に相当する金
額は益金に算入されるべき収益と解して差支えないと考えられた。 
第 4 章では、昭和 42 年に新たに設けられた法人税法 22 条 4 項の立法趣旨やその意義











旧法第 9 条第 1 項においても課税所得は、その収益（益金）ないし費用（損金）であ
るか否かの性質に関しては、純資産増加説に依拠し、その計算は企業会計等そのものに
基づいておらず、社会通念としてあるべき会計原則に基づいて算出されていた。そして、























































































































しかしながら、本論文の研究について、次の 2 点を指摘しておきたい。 
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(44) 昭和 44 年 5 月 1 日直審（法）25（例規）「法人税基本通達の制定について」。 
(45) 税制調査会「法人課税小委員会報告」（1996 年）。 
(89) 武田昌輔編著 「 DHC コンメンタール法人税法 第 2 巻」（第一法規）。 
(46)       「DHC コンメンタール法人税法 第 4 巻」（第一法規）。 
(47) 「座談会 改正法の問題点をきく」『税務弘報』第 13 巻第 5 号（1965 年）。 
(48) 「座談会 法人税の改正に関する研究（I）」『産業経理』第 25 巻第 6 号（1965 年）。 
(49) 「座談会 改正法人税法の問題点」『税経通信』第 20 巻第 6 号（1965 年）。 
(50) 「対談 昭和 40 年度 税制改正のすべて」『税経通信』第 20 巻第 6 号（1965 年）。 
(51) 「緊急座談会 42 年度税法改正の焦点」『税経通信』第 22 巻第 7 号（1967 年）。 
(52) 「座談会 昭和 42 年度 改正税法企業はどうみるか－法人税関係に限って－」『税経 
通信』第 22 巻第 8 号（1967 年）。 
(53) 「座談会 現行法人税関係法令の問題点を論ずる」『税理』第 19 巻第 8 号（1976 年）。 
 
【裁判例】 
(1) 行政裁判所明治 33 年 11 月 14 日判決（明治 33 年第 112 号）『LEX/DB インターネット TKC
法律情報テータベース』文献番号 20001800。 
(2) 大審院明治 35 年 5 月 14 日判決（明治 35 年(ク)第 72 號）『大審院民事判決録』第 8 輯第 5 巻。 
(3) 行政裁判所明治 36 年 7 月 10 日判決（明治 36 年第 51 号）『LEX/DB インターネット TKC
法律情報テータベース』文献番号 20000881。 
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(4) 行政裁判所明治 36 年 7 月 10 日判決（明治 35 年第 218 号）『LEX/DB インターネット TKC
法律情報テータベース』文献番号 20000882。 
(5) 行政裁判所明治 36 年 12 月 25 日判決（明治 36 年第 123 号）『LEX/DB インターネット TKC
法律情報テータベース』文献番号 20000874。 
(6) 行政裁判所明治 40 年 6 月 26 日判決（明治 39 年第 16 號）『行政裁判所判決録』第 18 輯。 
(7) 行政裁判所明治 41 年 2 月 29 日判決（明治 40 年第 89 号）『LEX/DB インターネット TKC
法律情報テータベース』文献番号 20000798。 
(8) 行政裁判所大正 9 年 7 月 5 日判決（大正 9 年第 55 号）『LEX/DB インターネット TKC 法律
情報テータベース』文献番号 20000611。 
(9) 行政裁判所大正 11 年 5 月 15 日判決（大正 11 年第 54 号）『LEX/DB インターネット TKC
法律情報テータベース』文献番号 27560683。 
(10) 大阪地裁昭和 31 年 4 月 16 日判決（昭和 28 年（行）第 15 号）『LEX/DB インターネット TKC
法律情報テータベース』 文献番号 21007320。 
(11) 大阪地裁昭和 31 年 7 月 30 日判決（昭和 28 年（行）第 83 号）『LEX/DB インターネット TKC
法律情報テータベース』文献番号 21007780。 
(12) 東京地裁昭和 33 年 9 月 25 日判決（昭和 29 年（行）第 123 号 TAINS コード Z026-0672）。 
(13) 大阪高裁昭和 36 年 11 月 29 日判決（昭和 31 年（ネ）第 501 号）『LEX/DB インターネット TKC
法律情報テータベース』文献番号 21015560。 
(14) 神戸地裁昭和 38 年 1 月 16 日判決（昭和 36 年（行）第 8 号）『LEX/DB インターネット TKC
法律情報テータベース』 文献番号 21016990。 
(15) 大阪高裁昭和 39 年 9 月 24 日判決（昭和 31 年（ネ）第 1037 号）『LEX/DB インターネット TKC
法律情報テータベース』文献番号 21019740。 
(16) 最高裁昭和 41 年 6 月 24 日判決（昭和 37 年（オ）第 255 号）『LEX/DB インターネット TKC
法律情報テータベース』 文献番号 21023790。 
(17) 大阪高裁昭和 43 年 6 月 27 日判決（昭和 38 年（ネ）第 353 号）『LEX/DB インターネット TKC
法律情報テータベース』文献番号 21028290。 
(18) 最高裁昭和 43 年 10 月 31 日判決（昭和 41 年（行ツ）第 8 号）『LEX/DB インターネット TKC
法律情報テータベース』文献番号 21029100。 
(19) 東京高裁昭和 46 年 12 月 8 日判決（昭和 41 年（行コ）第 31 号）『LEX/DB インターネット TKC
法律情報テータベース』文献番号 21037660。 
(20) 大津地裁昭和 47 年 12 月 13 日判決（昭和 41 年（行ウ）第 1 号、昭和 42 年（行ウ）第 2 号）
『LEX/DB インターネット TKC 法律情報テータベース』文献番号 21040921。 
(21) 大阪高裁昭和 53 年 3 月 30 日判決（昭和 47 年（行コ）第 42 号）『LEX/DB インターネット TKC
法律情報テータベース』文献番号 21061520。 
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(22) 宮崎地裁平成 5 年 9 月 17 日判決（平成 4 年（行ウ）第 2 号、平成 4 年（行ウ）第 3 号）『LEX 
/DB インターネット TKC 法律情報テータベース』 文献番号 22006942。 
(23) 最高裁平成 5 年 11 月 25 日判決（平成 4 年（行ツ）第 45 号 TAINS コード Z199-7233）。 
(24) 福岡高裁平成 6 年 2 月 28 日判決（平成 5 年（行コ）第 3 号）『LEX/DB インターネット TKC
法律情報テータベース』文献番号 22008410。 
(25) 最高裁平成 7 年 12 月 19 日判決（平成 6 年（行ツ）第 75 号）『LEX/DB インターネット TKC
法律情報テータベース』 文献番号 22008541。 
(26) 岡山地裁平成 14 年 7 月 23 日判決（平成 12 年（行ウ）第 6 号）『LEX/DB インターネット TKC
法律情報テータベース』文献番号 28072899。 
(27) 広島高裁岡山支部平成 15 年 6 月 5 日判決（平成 14 年（行コ）第 12 号）『LEX/DB インター
ネット TKC 法律情報テータベース』文献番号 28130657。 
